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第１章 序論 

 

1.1 研究の背景 

道路橋は，車両や歩行者が通行する上部構造とそれを支持する下部構造で構成され

る．上部構造は，車両の輪荷重を直接支持する床版と床版からの荷重を受ける主桁や

横桁，床組や対傾構，そして横構などからなる．下部構造は，上部構造を支える躯体

とそれを支持する基礎からなり，上部構造の両端に位置する下部構造を橋台，中間に

位置するものは橋脚と呼ぶ．伸縮装置や支承，舗装，高欄，そして落橋防止装置は，

上部構造に含まれることが多い．  

道路橋に用いられる伸縮装置は，図 1-1 に示すように，主桁と主桁あるいは主桁と

橋台に生じる遊間を車両が円滑に走行できるよう，主桁端部に設けられる．また，伸

縮装置は，主桁の温度変化による伸縮，コンクリート桁の乾燥収縮やクリープ，車両

等の活荷重による桁端の角変形や地震による桁の移動に対処する役割を有する [1,2]．

さらに，車両等が支障なく通行できるよう，路面平坦性の確保も要求される．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）主桁と主桁の例                  （b）主桁と橋台の例  

図 1-1 伸縮装置の設置場所  

 

伸縮装置は，主に鋼材やゴム材で構成される．そして，その構造により，図 1-2 に

示す荷重支持型と突合せ型，埋設型に大別される．床版遊間部で輪荷重を直接支持で

きる構造としたものが荷重支持型であり，支持しないものが突合せ型である．そして

埋設型は，床版遊間部をシール材等で止水処理し，その上に設置する舗装材料を主材

料とした高粘弾性材で伸縮を吸収・分散する構造である．埋設型は，舗装が連続する

ため，走行車両に対して理想的な伸縮装置であるが，伸縮量が大きい場合には適用が

 主桁  

主桁  

伸縮装置  

主桁  
橋台  

伸縮装置  

橋脚  
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難しい．これらのうち，どの種類の伸縮装置を用いるかは，道路の線形や勾配，橋の

種類や規模，伸縮量や水密性，耐久性，補修性等を総合的に判断して選定される [3]． 

 

 

 

 

 

 

 

（a）荷重支持型の例      （b）突合せ型の例         （c）埋設型の例  

図 1-2 構造による伸縮装置の分類  

 

荷重支持型の伸縮装置は，一般に静的な荷重に対して設計される．しかし，床版遊

間部を通過する車両の輪荷重を繰返し直接支持することから，疲労耐久性に問題が生

じることがある．図 1-3 は，1969年に設置された古いタイプのフィンガー型伸縮装置

で，鋼材（フェイスプレート）の一部が 2000 年に破断した事例 [4]である．フェイス

プレートには，輪荷重の作用により板曲げが生じる．これにより，ウェブプレートと

の溶接部に疲労き裂が生じ，破断にいたったものと考えられている [5,6]．図 1-4 は，

1984年に設置されたモジュラー型伸縮装置（マウラージョイント）の鋼材（ミドルビ

ーム）の一部が 2002年に破断した事例 [7,8]である．ミドルビームとそれを支持するサ

ポートビームの接合に用いられていたすみ肉溶接が，ルートを起点として全周にわた

り疲労破壊したためと考えられている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 鋼材の破断事例 [4]       図 1-4 鋼材の破断事例 [7] 

路肩側  

破断箇所  

（ミドルビーム） 

路肩側  

破断箇所  

（フェイスプレート） 

ウェブ  
プレート  
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これらの事例のように，路面に段差が生じた場合，走行車両の安全性に支障をきた

す恐れがあるほか，路面上に破断した部材などが残されていた場合，その部品を走行

車両が巻上げることになれば人的被害をもたらしかねない．また，伸縮装置の補修や

補強を行う場合には，路面上からの作業が必要となることが多い．その場合には車線

規制や通行止めを伴うこととなり，社会的な影響も大きなものとなる．これらのこと

から，伸縮装置には疲労耐久性が求められるとともに，その照査手法が必要と考えら

れる．  

鋼道路橋の設計では，鋼床版ならびに軌道または鉄道を併用する場合などを除いて，

一般に疲労の影響を考慮しなくてよいとされてきた．これは，主桁の設計応力に占め

る死荷重応力の割合が大きく，相対的に活荷重による応力変動が小さいとの考えに基

づくものであった [9,10]．しかし，1970年代に入ると，阪神高速道路や首都高速道路，

東名高速道路，そして幹線の国道などで疲労損傷が報告されるようになり，個別に疲

労対策が行われてきた [11,12]．その後，高張力鋼の使用，荷重の重量化や交通量の増

加，そして溶接構造の採用といった理由から，2002年に日本道路協会より発行された

「道路橋示方書・同解説」[13]（以後，道示と記す）および「鋼道路橋の疲労設計指針」

[14]では，疲労の影響を考慮することが規定された．しかし，伸縮装置については，作

用する荷重の大きさを適切に設定し，その荷重の繰返しに対して十分な疲労耐久性を

有するように設計しなければならないとされており，具体的な疲労設計法が示されて

いない．2012年には，東日本高速道路（株），中日本高速道路（株），西日本高速道路

（株）の 3 社（以後，NEXCO3社と記す）により伸縮装置の疲労を考慮した試験方法

が示されたものの [15,16]，必ずしも十分な耐久性評価が行われているとは言えない．  

荷重支持型に分類される伸縮装置のうち，図 1-5 に示すミドルビームとサポートビ

ームの接合に溶接を用いるモジュラー型伸縮装置（マウラージョイント）は，1970年

にドイツより技術導入された．これまでの設置数は 2,500 基程度である．なお，ミド

ルビームをセンタービームと称する場合もあるが，ここではミドルビームと記す．こ

の伸縮装置は，主として橋軸直角方向に配置されるミドルビームとそのミドルビーム

を支持するサポートビーム，サポートビームを上下で支持するベアリング，そして橋

軸方向の両端に配置されるエンドビームなどで構成されている．ミドルビームの本数

を増やすことにより，大きな伸縮量に対応することができる．サポートビームは，ボ

ックスと呼ばれる鋼製の箱の中に格納されている．一つのボックスの中に格納されて

いるサポートビームの本数はミドルビームと同じである．ただし，一本のサポートビ

ームは，一つのミドルビームのみに溶接接合されている．ミドルビームを支えるサポ
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ートビームの間隔は 1,000～1,400mm 程度とされている．ミドルビームとミドルビー

ム間（遊間）にはシールゴムが嵌め込まれている．それにより，伸縮装置内への雨水

等の浸入を防いでいる．シールゴムの伸縮可能範囲は，一箇所あたり 0～80mmである

（0mmの場合，ミドルビームとミドルビームが接触する．シールゴムはミドルビーム

とミドルビーム間に収納される）．複数の遊間（ミドルビームとミドルビーム間）で間

隔が等しくなるように，コントロールゴムが設置されている．サポートビームの上側

および下側にはベアリングが設置されている．これにより，サポートビームの跳ね上

がりを防止している．また，サポートビームがその間を滑ることで桁端の角変形や桁

の移動に対応する．その摺動面のサポートビームにはステンレス板が，上下ベアリン

グには PTFE（ポリテトラフルオロエチレン）あるいはエンジニアリングプラスチック

材が設置されている．現在，ミドルビームとエンドビーム，コントロールゴムはドイ

ツより輸入されているが，サポートビームやベアリング，シールゴムは日本で製作さ

れており，ドイツとは多少異なる構造詳細となっている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 ミドルビームとサポートビームの接合に溶接を用いるモジュラー型伸縮装置  

（マウラージョイントの例）  

 

 モジュラー型伸縮装置は，図 1-5 に示したマウラージョイント以外に，図 1-6 に示

すマウラースイベル・ジョイントやマゲバジョイントなどがある．これらの伸縮装置

は，一方向の伸縮に対応するマウラージョイントと異なり，橋軸あるいは橋軸直角方

向の伸縮に対応することが可能とされている．マウラースイベル・ジョイントの場合，

ミドルビームを支持するサポートビームの数は，ボックス内で 1 つである．そのサポ

上ベアリング  

下ベアリング  

シールゴム  

サポートビーム  

ボックス  

コントロールゴム  
溶接部  

エンドビーム  

ミドルビーム  

橋軸方向  
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（a）マウラースイベル・ジョイントの例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（b）マゲバジョイントの例 [17] 

図 1-6 マウラースイベル・ジョイントとマゲバジョイントの例  

 

ートビームは，図 1-7 に示すように，ミドルビームに対して斜め方向に配置されてい

る．これは，複数の遊間で間隔が等しくなるようにするためとされている．そのため，

コントロールゴムは設置されていない．サポートビームの上下に設置されるベアリン

グとスプリングは，スイベルプレートと呼ばれる鋼製部材に設けられる円形の突起（φ

50mm，高さ 8.5mm）に挿し込まれている．これにより、y 軸周りの回転を可能として

いる．そのような機構を有するベアリングとスプリング間をサポートビームが滑るこ

とで，桁の全方向移動に対応するとしている．その摺動面のサポートビームにはステ

ンレス板が，上下ベアリングには PTFE（ポリテトラフルオロエチレン）が設置されて

スプリング  

フレーム  

ミドルビーム  

サポートビーム  
ボルト接合  

ベアリング  

橋軸方向  

サポートボックス  

y 

z 

x 

y 

z 

x 

ベアリング  

シールゴム  

サポートビーム  

ボックス  

跳ね上がり防止板  

ミドルビーム  

エンドビーム  橋軸方向  

スプリング  溶接部  

スイベルプレート  

止水ゴム  

エッジビーム  
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いる．ミドルビームの跳ね上がりの防止とスプリングを支持する跳ね上がり防止板は，

ミドルビームに溶接で接合されている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-7 マウラースイベル・ジョイントのサポートビームの配置例  

 

 マゲバジョイントの伸縮機構は，マウラースイベル・ジョイントの考え方と同様で

あるが，ミドルビームやサポートビームなどの断面形状や構成部材は異なっている．

特に，ミドルビームの跳ね上がり防止とスプリングを支持するフレームは，ミドルビ

ームにボルトで接合されている．また，サポートビームは，基本的にミドルビームの

直行方向に配置されている．そのため，図 1-8 に示すように，遊間（ミドルビームと

ミドルビーム間）量を調整するコントロールゴムが別途設置されている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-8 マゲバジョイントのコントロールゴムの設置例 [18] 

 

このように，モジュラー型伸縮装置にはいくつかのタイプがある．本研究では，マ

ウラージョイントを対象とする（以降に記すモジュラー型伸縮装置とは，マウラージ

ョイントを指す）．  

ミドルビーム  

ステンレス板  

跳ね上がり防止板  

サポートビーム  

ベアリング  

スプリング  

コントロールゴム  

サポートビーム  

フレーム  

ミドルビーム  

連結板  
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モジュラー型伸縮装置の劣化の形態としては，溶接部の疲労き裂の他に，図 1-9 に

示すようなシールゴムの割れ，図 1-10に示すコントロールゴムの欠損や脱落，そして

上下ベアリングの劣化，下ベアリングの場合には脱落などがある．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-9 シールゴムの損傷例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）正常時           （b）欠損時            （c）脱落時  

図 1-10 2005年以前のコントロールゴムの劣化形態  

 

これらの部材は基本的に交換が可能とされているが，シールゴムに損傷が生じた場

合，雨水等の浸入によって他部材に劣化を生じさせる恐れがある．また，下ベアリン

グが脱落した場合，ミドルビームとサポートビーム溶接部には，設計で想定していな

い応力が作用する恐れもある．このようなことから，モジュラー型伸縮装置を構成す

る各部材の耐久性は重要であり，1970年の技術導入以来，いくつかの改良が加えられ

ている．表 1-1 に主要部材の代表的な改良変遷を示す．シールゴムは，止水性向上の

ため 1985 年にボックスタイプからバンドタイプへ変更された．この形状に対応する

シールゴムの割れ  

サポートビーム  

ミドルビーム  

サポートビーム  ミドルビーム  コントロールゴム  
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ため，ミドルビームの形状も変更されている．導入当時の上下ベアリングにはウレタ

ン樹脂が用いられていたが，1980 年に合成ゴム（EPDM，エチレンプロピレンジエン

ゴム），80 年代の後半には天然ゴムへと変更された．その後，過剰なせん断変形を防

止するため，上ベアリングには鋼製カバーが追加されている．また，現在の下ベアリ

ングの前面には，図 1-11に示すように，脱落を防止するためのプレートが設置されて

いる．コントロールゴムは，ウレタン樹脂の加水分解による劣化，脱落に対処するた

め，2005年頃よりドイツ製品が用いられている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-11 下ベアリングの脱落防止プレートの例  

部材名称  1980年頃  現在  

シールゴム  

ボックスタイプ

 

バンドタイプ

 

※止水性を向上させるために形状を変更  

ミドル  

ビーム  

ボックスタイプ

 

バンドタイプ

 

※シールゴムの変更に伴い，形状を変更  

上  

ベアリング  

合成ゴム  

 

天然ゴム  

 

※耐久性向上のために天然ゴムに変更  

※せん断変形防止の鋼製カバーを新たに追加  

下  

ベアリング  

合成ゴム

 

天然ゴム

 

※耐久性向上のために天然ゴムに変更  

※脱落防止プレートを別途設置  

表 1-1 主要部材の代表的な改良変遷  

下ベアリング  

上ベアリング  

サポートビーム  

脱落防止プレート  
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ミドルビームとサポートビームの接合は，図 1-12 に示すように，2002 年まですみ

肉溶接で行われていた．サポートビームには突起（長さ 90mm，幅 60mm，高さ 18mm）  

を設けており，この突起部を利用してすみ肉溶接が行われていた．ここでは，ミドル

ビーム長さ方向の溶接を M 溶接部，サポートビームの長さ方向を S 溶接部と称する．

S 溶接部は，ミドルビーム下フランジに設けた切欠き部で行われていた．切欠きを設

ける理由は，ミドルビームとミドルビーム間の遊間 0mm に対応するためである．な

お，溶接部は溶接のままで仕上げは行われていなかった．2002年以降は，図 1-13に示

す完全溶け込み溶接に変更されている．図 1-13（a）に示す緑色の点線はミドルビーム

の下面位置，赤色の点線はサポートビームに設けられている突起形状を示している．

また，完全溶け込み溶接であるため溶接部は一体であるものの，すみ肉溶接と同様に

M 溶接部あるいは S 溶接部と呼ぶ．完全溶け込み溶接に変更した理由は，図 1-4 に示

したように，2002年 3 月，関越自動車道の永井川橋に設置されたモジュラー型伸縮装

置のミドルビームの一部が外れたためである [7,8]．ミドルビームが外れた原因は，図  

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）すみ肉溶接の例        （b）すみ肉溶接の概要図  

図 1-12 すみ肉溶接  

 

 

 

 

 

 

 

（a）完全溶け込み溶接の例     （b）完全溶け込み溶接の概要図  

図 1-13 完全溶け込み溶接  

ミドルビーム  

S 溶接部  切欠き部  

サポートビーム  M 溶接部  

 

S 溶接部  切欠き部  

ミドルビーム  

突起部  

M 溶接部  サポートビーム  

S 溶接部  

ミドルビーム  

M 溶接部  サポートビーム  

ミドルビーム  

S 溶接部  

サポートビーム  M 溶接部  
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1-14に示すようなすみ肉溶接のルートを起点とした疲労損傷と考えられている．しか

し，2012 年 5 月には，図 1-15 に示すように，重交通路線とされる伊勢湾岸自動車道

において完全溶け込み溶接に疲労き裂が確認されている [19,20]．ミドルビームとサポ

ートビーム溶接部の損傷事例数は，十分な集計がなされていないものの，これまでに

50 基程度とみられている．すみ肉溶接の損傷は，1970年の技術導入当初に設置された

伸縮装置で 1980年に補修したとする記録が残されている．また，伊勢湾岸自動車道で

は 12 基で確認されている．完全溶け込み溶接の損傷は，伊勢湾岸自動車道の 6 基で確

認されている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-14 すみ肉溶接の疲労き裂 [8]    図 1-15 完全溶け込み溶接の疲労き裂 [8] 

 

本研究で対象とするモジュラー型伸縮装置は，ミドルビームの上面に輪荷重が直接

作用するため，ミドルビームとサポートビームには，繰返し曲げ応力が生じる．その

ため，ミドルビームとサポートビームの完全溶け込み溶接部には，疲労き裂の生じる

可能性がある．すなわち，図 1-16に示すように，M 溶接部の止端からミドルビームに

進展するタイプ A き裂と，S 溶接部の止端からサポートビームに進展するき裂（タイ

プ E）などが生じる可能性がある．図 1-17にそれらの損傷事例を示す．  

このような疲労き裂に対して耐久性を確保するためには，疲労強度の改善や疲労照

査を行う必要がある．疲労耐久性を評価する場合の溶接部の疲労強度は，日本鋼構造

協会の「鋼構造物の疲労設計指針・同解説」 [21]（以後，JSSC指針と称する）や日本

道路協会の「鋼道路橋の疲労設計指針」 [14]等に示される継手の強度等級分類による

のが一般的である．しかし，モジュラー型伸縮装置の継手形状は，それらに示される

ものに当てはめることが難しい．また，その疲労強度は，溶接部の寸法や形状に依存

するが，それらの影響も明らかとされていない．さらに，疲労照査を行うためには，

適切な疲労荷重を定める必要がある．そして，その疲労荷重により溶接部に生じる公
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称応力の求め方も定める必要がある．しかし，本研究で対象としているモジュラー型

伸縮装置溶接部に対する検討が必ずしも十分に行われているとは言えない．したがっ

て，その疲労耐久性を評価する手法の確立は重要と考える．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）タイプ A き裂         （b）タイプ E き裂  

図 1-16 完全溶け込み溶接部に発生する疲労き裂の進展性状  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）タイプ A き裂        （b）タイプ E き裂  

図 1-17 完全溶け込み溶接部に発生する疲労き裂の損傷事例  

 

1.2 各国の耐久性評価基準 

 各国の基準類に示されているモジュラー型伸縮装置の疲労耐久性評価に必要となる

静的車輪荷重を表 1-2 に，静的車輪荷重から求められる疲労荷重（輪重）を表 1-3 に

示す．疲労荷重（輪重）は，静的車輪荷重に衝撃係数やリバウンド係数，そして荷重

分担などの補正係数を乗じることで求められている．表 1-3 には，それらの補正係数

も示している．  

ミドルビーム 

サポートビーム 

疲労き裂 

ミドルビーム 

サポートビーム 

疲労き裂 

M 溶接部  

S 溶接部  
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疲労荷重としては，鉛直方向に加えて，車両の制動等により生じる水平方向も考慮

されている．衝撃係数（ i）は，荷重が伸縮装置上を通過する際に，路面の平坦性等の

影響により応力が増幅することを考慮している．また，リバウンド係数（αRv）は，ミ

ドルビームの鉛直正方向変位に対する負方向変位の比（応力の比）である（ここでは，

鉛直下向きの方向を正とする）．ミドルビームに荷重が作用すると，ミドルビームには

正方向の変位が生じる．その後，荷重が通過すると，変形したミドルビームは負方向

に跳ね返ろうとする．これを考慮している．リバウンド係数（αRh）は，水平荷重の作

国名  ドイツ  アメリカ  日本  

発行年  1992 2013 1997 2014 2012 

基準名  
TL/TP-

FÜ92 
ETAG032 Report402 

AASHTO 

LRFD 7th 

設計要領  

第二集  

静的車軸荷重 (鉛直 )  200kN 300kN 107kN 142kN 200kN 

静的車輪荷重 (鉛直 )  100kN 150kN 26.7kN 35.6kN 100kN 

静的車輪荷重 (水平 )  65kN 150kN 鉛直疲労荷重 (輪重 )  －  

国名  ドイツ  アメリカ  日本  

発行年  1992 2013 1997 2014 2012 

基準名  
TL/TP-

FÜ92 
ETAG032 Report402 

AASHTO 

LRFD 7th 

設計要領  

第二集  

鉛

直  

疲労荷重 (輪重 )  65.5kN 85.2kN 22.8kN 60.7kN 200kN 

荷重係数  0.6 0.7 0.75 1.5 －  

衝撃係数 (1+i) i=0.4 i=0.3 i=0.75 i=0.75 i=1.0 

リバウンド係数 (1+αRv)  αRv=0.3 αRv=0.3 (衝撃に含んでいる )  －  

荷重分担率 (α Sv)  α Sv=0.6 α Sv=0.48 α Sv=0.65 α Sv=0.65 －  

水

平  

疲労荷重 (輪重 )  9.8kN 13.9kN 4.6kN 12.1kN －  

荷重係数  0.25 0.7    

補正係数  0.6 0.2 0.2 0.2 －  

リバウンド係数 (1+αRh)  αRh=1.0 αRh=1.0 －  －  －  

荷重分担率 (α Sh) α Sh=0.5 α Sh=0.33 －  －  －  

表 1-2 各国の基準類に示されている静的車輪荷重  

表 1-3 各国の基準類に示されている疲労荷重の比較  
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用によって，車両の走行方向と反対方向の両側にミドルビームが変位することを考慮

している．そして，荷重分担率（αSv，α Sh）は，隣り合うミドルビームが荷重（輪重）

を分担することを考慮している．溶接タイプのモジュラー型伸縮装置の場合，主とし

て橋軸方向にミドルビームが複数本並んでいる．大型車のタイヤがミドルビーム上に

載った際，ミドルビームおよびタイヤの変形により，荷重の一部が隣接するミドルビ

ームで分担されることを考慮している．  

ドイツでは，1992年に「TL/TP-FÜ92」（Technische Leitlinien/Technische Prüfungsbestim-

mungen Fahrbahn-Übergänge Ausgabe 1992，道路橋と歩道橋の非排水型伸縮装置に関す

る引渡しと検査についての技術仕様）[22]が発刊された．基準とした車両は，「DIN 1072」

（Deutsches Institut für Normung，ドイツ工業規格）[23]に示される橋格 60/30の重車両

（SLW），3 軸車である（図 1-18参照） [24]．車両総重量は 600kN（軸重 200kN，輪重

100kN）である．この輪重に衝撃などの係数を乗じて鉛直あるいは水平疲労荷重（輪

重）を設定している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-18 「DIN 1072」に示される橋格 60/30の重車両の形状とタイヤの接地寸法 [24] 

 

 疲労照査では，溶接部に生じる公称応力と溶接部の疲労強度との比が 1 以下であれ

ば安全とみなしている．溶接部に生じる公称応力は，疲労荷重を用いて梁計算により

算出されている．疲労荷重の載荷位置は，レーンマークではなく最大の応力が発生す

る箇所としている．そして，算出した応力範囲には安全率 1.25 を乗じるとしている．

これは，追い越し車線と走行車線のうちで走行車線を走行する大型車交通量の割合や，

車両の走行位置のばらつき，そして荷重繰返し数を考慮するためとしている．「TL/TP-

FÜ92」では，疲労照査で考える荷重繰返し数を 2×107 としている．しかし，後述する

疲労強度は 200万回基本疲労強度としている．そのため，マイナー則の考えから荷重

（単位：m）  
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側で割増しを行っている．なお，ドイツで用いられている疲労設計曲線の傾きを表す

ための係数（m）は，繰返し数 500万回までを 3，それ以上で 5 としている [25]．溶接

部の疲労強度は，適切な材料試験機関での実施を前提として，疲労試験により求める

ことができるとしている．そして，200万回基本疲労強度は，3 体以上の試験結果の平

均値を安全率 1.35で除した値としている．  

 2012年以降，ドイツでは「ETAG032」（European Technical Approvals Guidelines，欧

州技術承認基準） [26,27]が適用され始めている．図 1-19 は，「ETAG032」に示される

タイヤの接地寸法である．「ETAG032」では，軸重と路面の相互干渉をより正確に考慮

するため，「EN1991-2」（European Norm，欧州統一規格）[25]に記載のタイヤの接地寸

法を修正するとともに，静的車軸荷重を 300kNとしている．梁計算により算出する溶

接部に生じる公称応力が 200万回基本疲労強度より小さいことを確認する方法が採ら

れているが，200 万回基本疲労強度の算定にあったっては，実施した試験体の数量に

起因する係数や試験結果の標準偏差を考慮するなど「TL/TP-FÜ92」よりも安全側の評

価を行っている．  

 

 

 

図 1-19 ETAG032に示されるタイヤ接地面積 [26] 

 

 アメリカでは，Dexterらが 1997年に疲労設計法を示している [28]．基準とした車両

は，AASHTO（American Association of State Highway and Transportation Officials，米国

州道路交通運輸担当官協会）の「Standard Specification for Highway Bridges-LRFD.1st 

Ed」 [29]や NCHRP（National Cooperative Highway Research Program，全米幹線道路共

同研究プログラム）の「Report 299」[30]に示された 3 軸トラックとしている．図 1-20

に示すこの 3 軸トラックは，図 1-21に示す 5 軸トラックのそれぞれのタンデム軸を 1

つの軸に置き換えたものである．そのため，静的車輪荷重（26.7kN）は静的車軸荷重

（24kips＝106.8kN，1kips＝4.4482kN）の 1/4 としている．この値に考慮する衝撃は，

（単位：m）  
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静的車軸荷重の 75％としている．ただし，この値には鉛直方向のリバウンド影響も含

まれている．荷重分担率はミドルビーム上面幅の影響を考慮している．例えば，幅が

80mm の場合で 0.6，幅 100mmでは 0.7 としている．これらの係数などを考慮して算

出した輪重を鉛直疲労荷重としており，その 20%の輪重を水平疲労荷重としている．

そして，これらの疲労荷重を用いて梁計算により求められる溶接部に生じる公称応力

が打切り限界（一定振幅応力）の疲労強度の 1/2（カテゴリ C：10ksi÷2＝34.5N/mm2，

1ksi＝6.89476N/mm2）以下であれば疲労耐久性を満足していると判断されている．な

お，荷重の載荷位置は，最大応力の得られる箇所とされている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-20 3 軸トラック [28] 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-21 5 軸トラック [28] 

 

 2014年の「AASHTO LRFD Bridge Design Specifications, Seventh Edition」 [31]では，

タンデム軸の重量は 32kips（142.3kN）と記されている．また，荷重係数は 1.5 として

いる．ただし，打切り限界（一定振幅応力）の疲労強度（カテゴリ C：10ksi＝68.9N/mm2）

に 1/2 を乗じる必要はないとしている．  

 日本では，2012 年に NEXCO3 社が製品ジョイントに対する疲労耐久性の評価方法

2PR 2PR

PR PR PR PR
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を示している [15,16]．そこで用いている静的車軸荷重は，道示に示される床版および

床組を設計する場合の活荷重（T 荷重）である．静的車軸荷重には衝撃を考慮する．

その大きさは静的車軸荷重の 100％（衝撃係数 i＝1.0）としている．この荷重を用いた

疲労試験で 360万回の繰返し数に耐えることができれば，製品ジョイントの耐用年数

30 年に対する疲労耐久性を満足していると判断している．  

このように，疲労照査の考え方は各国により異なっている．疲労照査に用いる疲労

荷重の大きさも，各国の設計荷重の大きさや車両の構造特性の相違により異なってい

る．また，日本の NEXCO3社で規定する耐久性評価手法により，モジュラー型伸縮装

置溶接部の疲労強度を求めることはできるものの，走行する活荷重の実態や衝撃，モ

ジュラー型伸縮装置特有のリバウンドや複数のミドルビームによる荷重分担の影響，

そして溶接部の形状や寸法に依存する疲労強度などについては検討の余地はあるもの

と考えた．  

 

1.3 既往の研究 

 モジュラー型伸縮装置の溶接部の疲労耐久性評価に関する研究は，モジュラー型が

開発された欧州で 1980年代後半から始められた．ここでは，溶接部に作用する荷重に

関する検討と疲労強度に関する既往の研究について示す．  

 

1.3.1 溶接部に作用する荷重に関する検討 

オーストリアの Tschemmerneggら [32]は，車両の輪荷重がモジュラー型伸縮装置上

を走行した場合の衝撃やリバウンド，そして荷重分担の影響など，疲労荷重を求める

ための補正係数の考え方を示している．  

米国の Dexter ら [28]は，Tschemmerneggらの研究を参考に，モジュラー型伸縮装置

が設置された 4 つの橋梁で走行試験を行い，走行車両の輪荷重に対する衝撃やリバウ

ンド，荷重分担などの検証を行っている．走行試験で得られたリバウンドを含む鉛直

方向のモーメントは，ビーム要素を用いた二次元骨組解析で求めた値の 1.63倍であっ

たこと，水平方向のモーメントは鉛直方向で計測されたモーメントの 23%であり，制

動時には 50%に達したことを示している．また，荷重分担率はミドルビームの幅によ

り 50～80%になるとしている．  

日本の八木ら [33]は，車両制限令に基づいた軸重 100kN と BWIM（Bridge Weigh-in-

Motion） [34]で計測した国道 23 号線の走行車線の軸重データにより求めた等価軸重

110kN の 2 つを基本軸重と考えている．基本軸重を補正する衝撃やリバウンド，そし
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て荷重分担などの係数は，ドイツの考えを踏襲している（衝撃係数 i＝0.4，リバウン

ド係数αR＝0.3，荷重分担率αS＝0.6）．  

山田 [35]は，伸縮装置の疲労照査のための基本荷重とその繰返し数を提案している．

伸縮装置の設計では，道示に示される T 荷重に衝撃の影響を考慮した荷重を載荷して，

それにより梁計算で求められる応力が許容応力度以下となるように断面を決定してい

る．これを踏まえ，可能な限り簡便に疲労照査が行えるように，疲労照査に用いる基

本荷重を設計輪重の 1/2，すなわち 50kN の等価輪重と提案している．等価輪重で生じ

る溶接部の公称応力は梁計算で求めるとしている．また，その繰返し数は 1 日 2,000

回としている．繰返し数については，いくつかのデータや考察に基づき設定されてい

る．等価輪重には衝撃を考慮するものとし，その値は等価輪重の 40％（衝撃係数 i＝

0.4）としている．なお，ここではリバウンドや荷重分担は考慮されていない．  

 

1.3.2 疲労強度に関する検討 

Tschemmernegg[36]は，橋梁構造物の部材の中で動的作用の大きい伸縮装置が静的設

計のみ行われていることを問題視し，伸縮装置の溶接部の疲労強度を明らかにするた

めの試験方法を示している．その方法を図 1-22に示す．1 つのサポートビームに，そ

の直交方向に 2 つのミドルビームを溶接で接合している．そして，ミドルビームの上

フランジに斜めから載荷して，溶接部に鉛直力と水平力を作用させている．その後，

Tschemmerneggら [32]は，図 1-23 に示す 3 つの疲労き裂を想定し，それぞれの疲労き

裂が疲労試験で生じるように，図 1-24に示すような支持条件や載荷条件を提案してい

る．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-22 溶接部の疲労強度を明らかにするための試験方法 [36] 
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図 1-23 疲労き裂のタイプ [32] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）ミドルビームとサポートビーム接合部   （b）サポートビーム  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（c）ミドルビーム  

図 1-24 Tschemmerneggらが提案した疲労強度を確認するための試験方法 [32] 
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米国の Dexterら [28]は，すみ肉溶接あるいは完全溶け込み溶接試験体を用いた疲労

試験を行っている．この試験では，圧縮応力に加えてリバウンドを考慮して引張応力

も作用させている．そして完全溶け込み溶接とした場合の疲労強度は，AASHTO のカ

テゴリ C としている．  

八木ら [33]は，疲労設計曲線を基準とした S-N 線図からスライドさせることで推定

している．スライドには，有限要素応力解析（1mm法）で得られた応力と公称応力の

比を用いている．その S-N 線図の妥当性は，ドイツのマウラー社やアメリカのリーハ

イ大学，そして日本鋳造（株）で実施された疲労試験結果との比較により検証してい

る．しかし，疲労強度に影響があるとされる溶接部の寸法や形状の影響は示されてお

らず，疲労強度に対するそれらの影響は明らかとされていない．また，サポートビー

ム側（S 溶接部）の溶接止端に生じる疲労き裂については検討の対象としていない．  

伏屋ら [8]は，伊勢湾岸自動車道のモジュラー型伸縮装置で用いられた 3 種類の溶接

継手（すみ肉溶接，完全溶け込み溶接，すみ肉溶接の現場補修）について疲労試験を

行っている．この試験では，試験体の疲労き裂発生予想箇所に直径 0.04mmの被覆銅

線を貼り付け，被覆銅線が切れた時点をき裂発生回数（疲労き裂発生寿命（Nc））とし

ている．そして，疲労き裂が大きくなり，疲労試験を停止した時点を疲労寿命（Nf）

と定義している．その結果，すみ肉溶接試験体の Nc は JSSC指針に示される F～H 等

級，Nf は E～F 等級であり，完全溶け込み溶接では Nc で F 等級，Nf で E 等級と示さ

れている．しかしながら，溶接部の寸法や形状は示されていない．形状と寸法が異な

る M あるいは S 溶接部の疲労強度を明らかにすることは重要と考える．  

 

1.4 研究の目的と論文構成 

本研究では，ミドルビームとサポートビームの接合に溶接を用いるモジュラー型伸

縮装置の疲労耐久性評価手法の考え方を整理する目的で，疲労荷重や応力計算法，疲

労照査法の考え方について検討するとともに，疲労照査を行うために不可欠な溶接部

の疲労強度を明らかにする．すなわち，疲労荷重や応力計算法，疲労照査法の考え方

については，各国の耐久性評価基準や既往の研究を踏まえ，現在の活荷重実態から求

めた等価輪重を疲労基本荷重と考え，疲労基本荷重を補正する衝撃やリバウンド，荷

重分担の各係数，そしてドイツやアメリカで考慮されている水平力について，実物大

試験体を用いた走行試験と静的載荷試験で検討を行った．疲労基本荷重にそれぞれの

補正係数を乗じた疲労荷重により求める溶接部の公称応力は，モジュラー型伸縮装置

の構造を可能な限り再現できるようにミドルビームとサポートビームの上下位置を考
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慮した三次元骨組構造で求めることを考えた．疲労強度については，完全溶け込み溶

接部に生じる疲労き裂を対象として，溶接部の寸法と形状の異なる試験体の疲労試験

と応力解析を行うことにより検討した．そして，疲労荷重や応力計算法，疲労照査法

の考え方と明らかにする疲労強度に基づき，3 本のミドルビームを有する溶接タイプ

のモジュラー型伸縮装置を対象とした疲労耐久性の照査例を示した．  

 本論文は 6 章で構成されている．各章の概要は以下に示すとおりである．  

 第 1 章「序論」では，道路橋に用いられる伸縮装置の役割と構造による分類につい

て述べるとともに，荷重支持型に分類される伸縮装置のうち，ミドルビームとサポー

トビームの接合に溶接を用いるモジュラー型伸縮装置の構造と疲労損傷事例を示した．

また，モジュラー型伸縮装置の溶接部の疲労強度や疲労照査法の考え方に関する各国

の基準や既往の研究を整理し，現状の課題をまとめるとともに，研究の目的と本論文

の構成を示した．  

 第 2 章「伸縮装置の断面設計と疲労照査」では，モジュラー型伸縮装置の現行の断

面設計法と溶接部に対する疲労照査法を示した．疲労照査法では，国内外の手法の整

理を行うとともに，疲労照査に必要となる疲労荷重，応力計算法，疲労強度，疲労照

査法の考え方を示した．また，衝撃係数やリバウンド係数，荷重分担率，水平方向力

を考慮する補正係数，そして走行位置荷重補正係数などの考え方を示した．  

 第 3 章「完全溶け込み溶接の疲労強度」では，モジュラー型伸縮装置溶接部のミド

ルビーム側（M 溶接部）あるいはサポートビーム側（S 溶接部）の溶接止端の疲労強

度を明らかにする目的で，溶接部の寸法や形状の異なる試験体を対象とした疲労試験

と有限要素応力解析を行った．そして，疲労耐久性評価に不可欠な疲労強度等級を明

らかにし，JSSC 指針に示される強度等級分類との関係について検討した．そして，

JSSC指針に示される継手の強度等級に分類すると，溶接部を整形し，止端をそのまま

とした場合で E，R15の止端仕上げとした場合で C であることを示した．  

 第 4 章「部分溶け込み溶接によるルート疲労破壊の防止と疲労強度」では，モジュ

ラー型伸縮装置の溶接部を現在の完全溶け込みから部分溶け込みに変更した場合に，

M 溶接部のルート疲労き裂を防止しうる溶接詳細と疲労強度を明らかにすることを目

的とした．具体的には，ミドルビームとサポートビームの接合にすみ肉溶接を用いた

モジュラー型伸縮装置のミドルビーム側溶接部（M 溶接部）の疲労破壊の起点の特定

に対する有効切欠き応力概念の適用性を明らかにするため，止端部形状の異なるすみ

肉溶接試験体を用いた疲労試験と有効切欠き応力を求めるための試験体の応力解析を

行った．また，溶接止端の曲率半径と溶接脚長，溶け込み深さをパラメータとしたモ
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デルの応力解析を行い，部分溶け込み溶接で M 溶接部のルート疲労破壊を防止できる

溶接詳細を検討した．さらに，第 3 章で示した完全溶け込み溶接の止端の疲労強度に

基づき，部分溶け込み溶接を用いた場合の M 溶接部の疲労強度について検討した．そ

して，モジュラー型伸縮装置の M 溶接部に発生する疲労き裂の起点は，有効切欠き応

力概念により概ね特定できることを示した．また，溶接脚長と溶け込み深さを大きく

することで，M 溶接部のルート疲労破壊を防止することができることを示した．そし

て，その場合の疲労強度は，JSSC指針に定められる C 等級と考えられることを示し

た．  

 第 5 章「疲労照査例」では，第 2 章で示した疲労荷重と応力計算法，疲労照査法の

考え方と第 3 章で示した疲労強度に基づき，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労照査

例を示すとともに，今後の検討課題を記した．  

 第 6 章「結論」では，本研究で得られた成果をまとめて示している．  
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第２章 伸縮装置の断面設計と疲労照査  

 

2.1 はじめに 

道路橋に用いられる伸縮装置は，第 1 章で述べたように，主桁と主桁あるいは主桁

と橋台に生じる遊間を車両が安全で円滑に走行できるよう，主桁端部に設けられる装

置である．伸縮装置には，平坦性の他に，耐久性，水密性，静音性，施工性，維持管

理・補修性，そして耐震性などが求められる．  

伸縮装置の設計は，一般に日本道路協会の「道路橋示方書・同解説Ⅰ共通編Ⅱ鋼橋

編」[1]や「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編」[2]に従っている．表 2-1 に伸縮装置

に関する道路橋示方書・同解説（以後，道示と記す）の変遷を示す [3]．昭和 39 年以前

の道示に伸縮装置に関する基準は存在しておらず，昭和 48 年で共通編の一般事項に

伸縮装置の項が設けられた．しかし，伸縮装置の概念が記されたのみであり，具体的

な設計・施工については日本道路協会の「道路橋伸縮装置便覧」[4]を参考にするのが

よいとされていた．その後の大幅な基準の変更は，29 年後の平成 14 年道示 [5]である．

一般事項の充実や伸縮装置に作用する力などが規定された．  

伸縮装置を設計するための参考資料には，先述の「道路橋伸縮装置便覧」[4]や日本

道路ジョイント協会の「伸縮装置設計の手引き」[6]，日本橋梁建設協会の「鋼橋伸縮

装置設計の手引き」[7]，そして道路保全技術センターの「既設橋梁のノージョイント

化工法の設計施工手引き（案）」[8]などがある．その他にも，地方公共団体や各高速道

路会社，各公社等で設計要領や設計マニュアル等がある場合には，それらを参照しな

がら設計が行われることになる [9～18]．  

伸縮装置の耐久性評価法を示した国内の基準類は少ない．平成 14 年道示 [5]で鋼道

路橋の疲労設計が規定されたが，伸縮装置に対する具体的な方法は示されていない．

唯一，東日本高速道路（株），中日本高速道路（株），西日本高速道路（株）の 3 社（以

後 NEXCO3社と記す）が疲労を考慮した試験方法を示している [16,17]が，伸縮装置の

疲労耐久性評価が十分に行われているとは言い難い．一方，ドイツやアメリカでは，

鉛直方向に加えて水平方向の疲労荷重が設定されている [19～23]．静的車軸荷重や疲

労荷重を求めるために必要な補正係数が各国で異なるため，それぞれの値は異なるも

のの，鉛直方向と水平方向の疲労荷重によって溶接部に生じる公称応力と継手の形式

ごとに定められる疲労強度との比較により疲労照査が行われている．  

本章では，モジュラー型伸縮装置の断面設計と疲労照査法について示す．すなわち，

断面設計については，伸縮装置に作用する力と断面力の算出方法，許容応力度を示す．  
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表 2-1 伸縮装置に関する道示基準の変遷 [3] 

 

道示  

年度  

昭和 39 年

以前  
昭和 48 年  平成 14 年  

一般  

[共通編 ]  

規定  

なし  

伸縮装置は，設置する

道路の性格・橋の形式・

必要伸縮量を基本とし

て，全体的な耐久性・平

たん性・排水性と水密

性・施工性・補修性・経

済性などを考慮して定

める．  

 

解説：設計・施工には

「道路橋伸縮装置便覧

(日本道路協会 )」を参考

にするのがよい．  

伸縮装置は，以下の性能を満足するよう，

適切な形式，構造及び材料を選定するも

のとする．  

1．  けたの温度変化，コンクリートのクリ

ープおよび乾燥収縮，活荷重等による

橋の変形が生じた場合にも，車両が支

障なく通行できる路面の平坦性を確

保するものとする．  

2．  車両の通行に対して耐久性を有する

ものとする．  

3．  雨水等の侵入に対して水密性を有す

るものとする．  

4．  車両の通行による騒音，振動が極力発

生しないよう配慮した構造とする．  

5．  施工，維持管理及び補修の容易さに配

慮した構造とする．  

なお，伸縮装置の耐震設計は，耐震設計編

の規定による．  

伸縮  

装置に  

作用  

する力  

規定  

なし  

規定  

なし  

伸縮装置に作用する力は，作用荷重，伸縮

装置の形式等を適切に考慮して設定する

ものとする．  

 

解説：設計に用いる鉛直荷重は，Ｔ荷重

（200kN）を基本とし，ゴム，鋼材からな

る形式では衝撃による応力は活荷重応力

の 40％，表面に張出しを有する鋼製フィ

ンガージョイントなどでは活荷重応力の

100％考慮する．  
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耐久性の評価法については，現行の国内外の基準を整理するとともに，疲労照査に必

要となる疲労荷重と応力計算法，疲労強度，そして疲労照査法の考え方を示す．また，

実物大試験体を用いた走行試験と静的載荷試験により，疲労荷重を求めるために必要

な衝撃やリバウンド，荷重分担，そして水平方向力の検討を行う．さらに，三次元骨

組構造を用いた応力計算法を示すとともに，大型車の走行位置の調査実態に基づく走

行位置荷重補正係数の考え方を示す．  

 

2.2 断面設計 

伸縮装置の断面設計に用いる鉛直荷重は，道示に示される床版および床組を設計す

るための活荷重（T 荷重）としている．これは，昭和 45 年に日本道路協会より発行の

「道路橋伸縮装置便覧」[4]で示された「鋼フィンガージョイント」の設計法に基づい

ている．T 荷重を図 2-1 に示す．これは，トラック 1 軸のタイヤ荷重を模擬したもの

である．1 軸 200kN（軸重），1 輪 100kN（輪重）である（1994年以前は 1 軸 160kN，

1 輪 80kN であった [24]）．T 荷重には衝撃を考慮する．衝撃による応力は，一般に鋼製

フィンガージョイントでは活荷重応力の 100％（衝撃係数 i＝1.0），ゴム材と鋼材から

なる伸縮装置で活荷重応力の 40％（衝撃係数 i＝0.4）としている．鋼製フィンガージ

ョイントの衝撃係数（ i＝1.0）は，「道路橋伸縮装置便覧」[4]で示された値が踏襲され

ている．この便覧の発行当時は，衝撃係数などのデータが少なく，コストにほとんど

影響しないため，安全側の値を与えたとされている [25]．ゴム材と鋼材からなる伸縮

装置の衝撃係数（ i＝0.4）は，道路橋で支間長が最も短い場合の値が用いられている．  

 

 

 

 

 

 

図 2-1 T 荷重  

 

伸縮装置の断面設計では，衝撃を考慮した T 荷重に対して，伸縮装置本体および取

付け部材に生じる断面力から算出される応力度が，許容応力度以下であることを照査

している．なお，平成 8 年に改訂された道示 [26]では，レベル 1 地震動（震度法相当

の地震力）において，伸縮装置が破損することは望ましくないとされている．そのた

1,750mm 

500mm 500mm 

2
0

0
m

m
 

橋軸直角方向  

載荷面  

100kN 100kN 
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め，レベル 1 地震動に対する設計荷重（死荷重×設計水平震度）で伸縮装置本体およ

び取付け部材に生じる断面力から算出される応力度が，割増係数 1.5 を考慮した許容

応力度以下であることも照査するとされている．  

本研究で対象とする溶接タイプのモジュラー型伸縮装置は，輪荷重が直接作用する

ミドルビームとそれを支持するサポートビームの断面照査が行われる．衝撃は，ゴム

材，鋼材からなる伸縮装置として活荷重応力の 40％を考慮する．ミドルビームに作用

する断面力は，図 2-2 に示すように，サポートビームを支点とした 4 径間連続梁とし

て，三連モーメント法で算出されている．衝撃を考慮した T 荷重が，ミドルビームの

長さ方向に 1,750mmの間隔で分布荷重として作用する．1 つの輪荷重の載荷幅は，ミ

ドルビームの長さ方向に 500mmである．載荷位置は，ミドルビームの端から 0.4L（L

はサポートビームの間隔）に，衝撃を考慮した T 荷重の片輪の中心を配置する．これ

は，サポートビームの間隔を 1,300～1,600mmとした場合で，載荷位置を 10mm 程度

ずつずらした場合に得られた曲げモーメントの影響線から，最大の曲げモーメントと

なる位置が 0.4L 付近であったためとされている [27]．ミドルビームの設計は，それら

の条件で求める断面力から算出する曲げ応力度とせん断応力度が許容応力度以下であ

ることを確認することにより行われる．さらに，曲げモーメントとせん断力の組合せ

を考慮して，合成応力度に対して安全となるように照査する．なお，図 2-3 に示すよ

うに，橋軸直角方向に配置されるミドルビームには， 2 つの T 荷重が載荷されること

も考えられる．そこで，T 荷重を 1 つあるいは 2 つ載荷した場合でミドルビームに生

じる曲げモーメントの比較が行われている（サポートビームの間隔は 1,300～1,600 

mm）．そして，ミドルビームに生じる曲げモーメントは，2 つの T 荷重を載荷した場

合よりも 1 つの方が大きい場合が多いという結果が示されている [27]．したがって，

ここでは 1 つの T 荷重を対象とする．サポートビームの断面力は，ベアリングを支点

とした単純梁として求められている．載荷する荷重は，先に示したミドルビームを連

続梁として求めた際の支点反力に衝撃係数（ i）を考慮した値である．ただし，支点反

力の最小値は 100kN としている．サポートビームの設計では，断面力から算出する曲

げ応力度とせん断応力度，そして合成応力度に対して安全となるように行う．表 2-2

にミドルビームとサポートビームの許容応力度を示す．ミドルビームの材質は，

EN10025（European Norm，欧州統一規格）非合金構造用鋼材 S355J2+N（日本工業規格

（以後，JIS規格と称する）の JISG3106溶接構造用圧延鋼材 SM490YB 相当），サポー

トビームの材質は，JIS規格の鋼材 SM490Cである．  
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図 2-2 ミドルビームの断面設計時のモデル例  

 

 

 

 

 

 

図 2-3 1 つのミドルビームに 2 つの T 荷重が載荷される場合のモデル例  

 

表 2-2 ミドルビームとサポートビームの許容応力度  

部材名称  材質  
降伏点  

（N/mm2）  

許容曲げ応力度  

（N/mm2）  

許容せん断応力度  

（N/mm2）  

ミドルビーム  EN-S355J2+N 355 以上  210 120 

サポートビーム  SM490C 295 以上  175 100 

 

2.3 現在の耐久性評価法の整理 

鋼構造の疲労設計法は，一般に鋼構造物ごとに特有な疲労荷重を定めた上でそれに

よる照査部の公称応力範囲を求め，それと照査部の構造ごとに定められている疲労強

度曲線と比較することにより行われる．その際，疲労荷重の頻度をどのように設定す

るかも重要な問題である．伸縮装置には床版遊間部を通過する車両の輪荷重が直接載

荷されるため，道示では，この荷重に対する耐荷力およびその繰返し載荷に対する疲

労耐久性を有するよう，設計にあたっては作用する力を適切に設定しなければならな

いとしている．しかし，その具体的な設計方法や試験方法は示されていない．唯一，

NEXCO3社は，伸縮装置（ジョイント）の種別によって照査期間を定めている [16,17]．

その照査期間は，埋設ジョイントで 15 年相当，製品ジョイントで 30 年相当，そして

鋼製フィンガージョイントで 50 年相当としている．本研究で対象としているモジュ

橋軸直角方向  

500mm 

0.4L 1,750mm 

L ミドルビーム  
サポートビーム  

L＝1,000～1,400mm程度  

500mm 

橋軸直角方向  

500mm 

1,750mm 

ミドルビーム  サポートビーム  

500mm 500mm 500mm 

1,750mm 
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ラー型伸縮装置は，製品ジョイントに分類されている．すなわち，ここでは 30 年相当

の疲労照査を求めている．その照査では，疲労荷重を荷重範囲とした 360万回の繰返

し載荷試験で疲労損傷しないことを確認すればよいとしている．その際の疲労荷重は，

設計荷重（T 荷重）の片輪に衝撃係数（ i＝1.0）を考慮した 200kN としている．  

ドイツやアメリカでは，モジュラー型伸縮装置の溶接部に生じる公称応力を求める

ための疲労荷重（輪重）が定められている．疲労荷重は，それぞれの国で定められて

いる静的車輪荷重に補正係数を乗じた値である．疲労荷重は，鉛直方向に加えて車両

の制動等により生じる水平方向も考慮されている．疲労荷重を求めるための補正係数

には，衝撃の他，モジュラー型伸縮装置特有のリバウンドや荷重分担を考慮したもの

がある．衝撃係数（ i）は，図 2-4 に示すように，荷重が伸縮装置上を通過する際に，

路面の平坦性等の影響により応力が増幅することを考慮している．また，リバウンド

係数（αR）は，ミドルビームの鉛直正方向変位に対する負方向変位の比（応力の比）

である（ここでは，鉛直下向きの方向を正とする）．ミドルビームに荷重が作用すると，

ミドルビームには正方向の変位が生じる．その後，荷重が通過すると，変形したミド

ルビームは負方向に跳ね返ろうとする．これを考慮している．そして，荷重分担率（α

S）は，タイヤの走行方向の幅を考えた場合，複数のミドルビーム上にタイヤが載るこ

とから，図 2.5 に示すように，隣り合うミドルビームが輪重を分担することを考慮し

ている．本研究で対象とする溶接タイプのモジュラー型伸縮装置の場合，主として橋

軸方向に，幅 d（アメリカでは 80～100mm，ドイツや日本の場合は 90mm）のミドル

ビームが複数並んでいる．大型車のタイヤがミドルビーム上に載った際，ミドルビー

ムおよびタイヤの変形により，荷重の一部が隣接するミドルビームに分担されること

を考慮している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 衝撃とリバウンドの概念図      図 2-5 荷重分担の概念図  

応力  

時間  

σ 0 

σ 2 

σ 1 

サポートビーム  

ミドルビーム  

  d 

タイヤ  

走行方向  

エンドビーム  

ベアリング  
（日本は 90mm）  
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衝撃係数  =
  

  

 1                 ・・・（2.1）  

ここで，σ 0：静的応力  

              σ 1：車両の走行で生じる応力（動的応力）  

 

リバウンド係数α =
σ 

σ 

              ・・・（2.2）  

ここで，σ 2：車両の走行で生じる負方向の応力  

 

 溶接部に生じる公称応力は，鉛直方向と水平方向の疲労荷重を考慮して求めている．

ミドルビームは，サポートビームを支点とした連続梁でモデル化しており [22,28]，荷

重の載荷位置は，最大応力の得られる箇所としている．アメリカでは疲労限設計が行

われているため，疲労荷重に対応する頻度は示されていない．一方ドイツでは，製品

寿命 50 年として，その頻度を求めている．なお，この製品寿命は「ETAG032」（European 

Technical Approvals Guidelines，欧州技術承認基準） [20]に示される範囲から，製造者

が独自に設定している．そして，溶接部の疲労照査は，溶接部に生じる公称応力と継

手の形式ごとに定められる疲労強度を比較することにより行われている．アメリカの

疲労強度は，「AASHTO LRFD Bridge Design Specifications, Seventh Edition」（米国全州

道路交通運輸行政官協会による荷重抵抗係数設計法を用いた橋梁設計示方書） [23]に

示されるカテゴリ C の疲労限（10ksi＝68.9N/mm2，1ksi＝6.89476N/mm2）とされてい

る．ドイツでは，少なくとも 3 体の疲労試験を行った結果から疲労強度を設定してい

る．その値は，200万回基本疲労強度で 125 N/mm2 としている [28]．なお，ドイツで用

いられている疲労設計曲線の傾きを表すための係数（m）は，繰返し数 500 万回まで

を 3，それ以上を 5 としている．また，一定振幅応力に対する打切り限界は 500万回，

変動振幅応力に対する打切り限界は 1 億回としている [29]．  

このように，ドイツやアメリカでは疲労照査法が定められているものの，車両特性

や交通事情，そして図 2-6 に示すように，モジュラー型伸縮装置溶接部の形状が異な

るため，ここで示した疲労荷重や疲労荷重を求めるための補正係数（衝撃，リバウン

ド，荷重分担），そして疲労強度を日本のモジュラー型伸縮装置溶接部の耐久性評価に

そのまま適用することは難しい．また，日本の NEXCO3社で規定する耐久性評価手法

により，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労強度を求めることはできるものの，走行

する活荷重の実態や衝撃やリバウンド，複数のミドルビームによる荷重分担の影響，
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そして溶接部の形状や寸法に依存する疲労強度などについては検討の余地はあるもの

と考える．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）日本の場合         （b）ドイツの場合  

図 2-6 ミドルビームとサポートビームの溶接形状  

 

2.4 疲労照査の考え方 

先に示したように，本研究で対象としているモジュラー型伸縮装置の疲労荷重は示

されていない．したがって，疲労照査を行うためには，適切な疲労荷重を設定するた

めの考え方が必要となる．また，疲労荷重により溶接部に生じる公称応力の求め方も

示す必要がある．そして，溶接部の形状や寸法により異なるとされる疲労強度を明ら

かにしなければならない．溶接部の疲労強度は，第 1 章で述べたように，一般に日本

鋼構造協会の「鋼構造物の疲労設計指針・同解説」[30]や日本道路協会の「鋼道路橋の

疲労設計指針」[31]等に示される継手の強度等級分類に従っている．しかし，それらに

示される継手形式に当てはめることが難しい場合，溶接部を模擬した試験体による疲

労試験や有限要素応力解析で明らかにする必要があると考える．  

ここでは，疲労基本荷重に疲労基本荷重を補正する係数を乗じて疲労荷重を求める

ことを考えた．疲労基本荷重には等価輪重を適用する．また，この疲労基本荷重を補

正するそれぞれの係数（衝撃，リバウンド，荷重分担）とドイツやアメリカで考えら

れている車両の制動等により生じる水平力について，過去に実施した車両走行試験と

静的載荷試験の結果を再整理することで検討する．そして，疲労荷重から求められる

溶接部に生じる公称応力について，三次元骨組構造を用いた応力計算の考え方を示す． 

 

サポートビーム  

ミドルビーム  ミドルビーム  

接合部  接合部  
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2.4.1 疲労基本荷重とその頻度 

モジュラー型伸縮装置に対して適切な疲労基本荷重とその頻度を設定するために

は，大型車交通量や車両重量等に関する実態を十分に把握する必要があると考えられ

る．そのため，道路交通情勢調査（道路交通センサス）や活荷重の実態調査などを踏

まえて検討を行う．ここでは，国土交通省国土技術政策総合研究所（以下，国総研と

記す）が発行した国土技術政策総合研究所資料 [32]（以後，国総研資料と記す）の全国

活荷重実態調査結果に示された荷重とその頻度を整理することで，疲労基本荷重とそ

の頻度について検討する．  

国総研では，橋梁部材をセンサーとして，路面の下から供用状態のままで橋梁上を

通過する大型車の通行状態を計測するシステム（BWIM（Bridge Weigh-in Motion）と

称している）[33]を開発するとともに，このシステムを用いて，多数の路線で交通荷重

を計測している．国総研資料には，それらの計測データのうち，大型車交通量や混入

率などの特徴に偏りが生じないように選定した全国 21 箇所の調査地点で得られたデ

ータについて，交通特性等の分析を行った結果が示されている．その調査地点を図 2-

7 と図 2-8 に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 活荷重調査箇所一覧（全国） [32] 
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図 2-8 活荷重調査箇所一覧（関東） [32] 

 

国総研資料での走行車両は，軸間距離から判別した表 2-3 に示す 21 分類とされてい

る．これは，BWIM により各調査地点で得られる車種に関するデータが，軸数と軸間

距離のみであるためとしている．モジュラー型伸縮装置に用いる疲労基本荷重の検討

では，21 分類された車種のうち，最遠軸距 3.0m 以下の小型車類（乗用車）が含まれ

る型式 2-1（No.1）を除いた 20 分類の車両のデータを対象とした．それらのデータか

ら求めた等価輪重と頻度，荷重損傷度を表 2-4 に示す（調査地点は調査当時の地名で

ある）．ここで示す頻度は，1 日かつ 1 車線あたりの軸数である．伸縮装置には走行車

両の輪荷重が繰返し直接作用するため，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労照査に用

いる頻度には軸数が適していると考えた．また，その頻度に対応する疲労基本荷重は，

等価輪重を考えることとした．等価輪重は式（2.3）により求めた．ここで，Pi は輪重，

ni は頻度（軸数），そして Pi
3×ni は荷重損傷度である．国総研資料の車種別データ（軸

重）では，軸重 0～50tf（0～490kN）までの範囲を 1tf（9.8kN）刻みで区分し，車種ご

とに，その軸重に対応する頻度を示している．荷重損傷度は，輪重の三乗と車種分類

ごとに示される頻度の積である．よって，一つの重量区分ごとに 20 車種分の荷重損傷

度が求められる．そして，各区分で求めた荷重損傷度の総和と頻度の総和から等価輪

重を求める．なお，輪重の値は重量（軸重）区分の中間値の半分とし，頻度は 72 時間

の計測軸数を単純に除した．タイヤ形式や形状の違いは考慮していない．  
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          疲労基本荷重 (等価輪重 ) ＝  
 (  

 ×   )

   

 

      ・・・（2.3）  

ここで，Pi：輪重（重量（軸重）区分の中間値の半分）  

              ni：車種分類ごとに示される Pi に対応する頻度  

            P i
3×n i：荷重損傷度  

                （車種分類ごとに求まる Pi に対応する損傷度）  

 

表 2-3 車種分類一覧（BWIM データを用いた分類） [32] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2-4 には，都市高速道路の走行車線で実施された活荷重実態調査 [34]から，乗用

車を除いて求められた等価輪重とその頻度も示している．等価輪重の頻度は，72 時間

の測定で検出した大型車交通量（17,294台）を 3 で除し，さらに大型車の平均軸重 3.5

を乗じて求めている．  
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表 2-4 等価輪重とその頻度，荷重損傷度 [32,34]（その 1）  

路線名  調査地点  対象橋梁  
車線

数  

等価輪重  

Pi(kN) 

頻度 n i  

(軸 /日 /車線 ) 

荷重損傷度  

(Pi
3×ni ) 

国道  

408 号  

茨城県  

つくば市  
蓮沼橋  

上り線  2 30.4 1,051 29,401,197 

下り線  2 34.8 834 280,630,581 

国道  

304 号  

茨城県  

谷和原村  
福岡橋  

上り線  2 35.6 2,060 93,183,138 

下り線  2 37.4 671 35,016,973 

国道  

50 号  

栃木県  

小山市  

小山  

高架橋  

上り線  2 39.3 4,099 248,517,285 

下り線  2 45.6 1,361 128,889,998 

国道  

16 号  

千葉県  

市原市  
甲子橋  

上り線  2 50.0 4,733 590,113,300 

下り線  2 45.8 4,549 437,153,846 

国道  

45 号  

青森県  

八戸市  

河原木  

跨道橋  

上り線  2 33.6 617 23,438,906 

下り線  2 42.4 924 70,654,846 

国道  

13 号  

山形県  

村山市  
村山大橋  

上り線  2 40.5 1,589 105,952,865 

下り線  2 42.8 1,355 106,121,014 

国道  

357 号  

東京都  

江東区  
曙橋  上り線  2 33.9 13,042 506,318,866 

国道  

357 号  

千葉県  

市川市  
美浜大橋  

上り線  2 19.5 11,937 88,389,056 

下り線  2 15.7 9,154 35,136,031 

国道  

4 号  

埼玉県  

草加市  

草加  

高架橋  

上り線  2 33.0 3,845 138,343,131 

下り線  2 33.6 2,986 113,760,545 

国道  

18 号  

長野県  

軽井沢町  
さかい橋  

上り線  1 35.4 17,822 790,420,949 

下り線  1 32.9 17,418 618,878,858 

国道  

4 号  

茨城  

県境町  
境跨道橋  

上り線  1 42.0 13,699 1,017,346,569 

下り線  1 38.9 11,733 691,276,958 

国道  

16 号  

千葉県  

野田市  

中里  

跨道橋  

上り線  2 31.8 6,417 205,852,788 

下り線  2 34.8 7,401 311,193,892 

国道  

6 号  

千葉県  

松戸市  

小山  

跨道橋  

上り線  2 38.2 5,941 331,526,668 

下り線  2 29.6 4,548 118,048,338 

国道  

4 号  

埼玉県  

深谷市  
備前渠橋  

上り線  1 30.7 26,854 776,684,169 

下り線  1 29.8 27,937 738,670,332 
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表 2-4 等価輪重とその頻度，荷重損傷度 [32,34]（その 2）  

路線名  調査地点  対象橋梁  
車線

数  

等価輪重  

(kN) 

頻度  

(軸 /日 /車線 ) 

荷重損傷度  

(Pi
3×ni )  

国道  

1 号  

静岡県  

島田市  

島田第一

高架橋  

上り線  2 30.1 9,690 263,131,488 

下り線  2 36.0 9,639 450,051,585 

国道  

22 号  

愛知県  

一宮市  

北方  

高架橋  

上り線  2 31.4 2,802 86,897,717 

下り線  2 32.1 5,598 185,629,553 

国道  

23 号  

愛知県名古

屋市南区  

港南第二

跨道橋  

上り線  3 55.4 15,728 2,667,202,628 

下り線  3 39.4 30,356 1,861,982,941 

国道  

19 号  

長野県  

山口村  
地蔵橋  

上り線  1 29.9 9,720 260,915,043 

下り線  1 32.3 9,783 330,442,490 

国道  

2 号  

広島県  

東広島市  

八本松  

高架橋  

上り線  2 30.1 5,330 145,554,074 

下り線  2 30.9 5,315 157,116,517 

国道  

2 号  

広島県  

尾道市  

西藤  

高架橋  

上り線  2 30.1 5,734 156,435,519 

下り線  2 31.8 3,829 123,205,028 

国道  

2 号  

山口県  

下松市  
末武橋  

上り線  2 35.1 7,117 308,490,160 

下り線  2 37.4 6,499 341,031,432 

都市高速道路  走行車線  40.7 20,178 1,360,142,573 

 

国総研資料に示されたデータから求めた荷重損傷度は，国道 23 号（愛知県名古屋市

南区）で最も大きい．モジュラー型伸縮装置用の疲労基本荷重とその頻度は，等価輪

重と軸数のデータに基づき，将来予測も含めて設定すべきと考える．  

 

2.4.2 疲労基本荷重の補正係数 

疲労基本荷重に用いる等価輪重には，モジュラー型伸縮装置の荷重伝達メカニズム

を考慮し，衝撃，リバウンド，荷重分担などの補正係数を乗じる必要がある．ここで

は，実物大試験体と試験車両を用いた走行試験により衝撃とリバウンド，そして水平

方向力を，静的載荷試験により荷重分担の検討を行う．  

実物大試験体は，図 2-9 と図 2-10に示す日本鋳造（株）の構内に設置されたモジュ

ラー型伸縮装置（マウラージョイント E-320型，長さ 3,700mm）である．ミドルビー

ムの数は 3 である．そのミドルビームを支えるサポートビームの間隔は 1,400mmであ
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る．図 2-9 の斜線部は，ミドルビームとサポートビームが溶接で接合されている箇所

を示している．試験車両は，図 2-11に示す 3 軸のダンプトラックである．その寸法諸

元を図 2-12 に示す．タイヤの規格は 11R22.5 14PR，空気圧は標準的な前輪 750kPa，

後輪 800kPaとした．  

試験車両を載荷あるいは走行させた際に実物大試験体のミドルビームに生じる応

力度を測定するため，図 2-13に示すように，ミドルビーム下面のスパン中央の位置に

ひずみゲージを 2 枚貼り付けた．また，試験車両の走行位置は図中に示す B 寸法で表

す．図 2-14に示すように，試験車両を走行させる前に，ミドルビームの表面にカラー

スプレーを塗布している．試験車両の通過後にミドルビーム端部からの距離を測定す

ることで走行位置を求める．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 モジュラー型伸縮装置の実物大試験体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 実物大試験体    図 2-11 試験車両（3 軸ダンプトラック） 
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図 2-12 試験車両の寸法諸元  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 2-13 ひずみゲージの貼付位置      図 2-14 走行位置の確認方法  

 

（1）衝撃とリバウンド 

衝撃の影響は，走行試験で測定したひずみから求めた応力度と三次元骨組構造で求

める応力度を比較することで検討する．衝撃の影響は，一般に走行試験による実測値
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を静的載荷試験の実測値で除して求める．しかし，今回用いた静的載荷試験結果では，

遊間 60mmと 80mmのデータが不足していたため，ここでは三次元骨組構造と比較し

た．三次元骨組構造のモデルを図 2-15に示す．図中の A,B,C は溶接接合部の名称，サ

ポートビームの支点近傍に示す x,y,z は拘束条件である．接合部の剛性は，各ビームと

同じである．なお，ここでは荷重の大きい後輪で検討を行った．解析に用いた荷重は，

表 2-5 に示す試験車両の後輪の輪重である．荷重の載荷幅は，図 2-16に示すタイヤの

接地寸法を参考に 530mmとした．走行試験で測定したひずみの値は，ミドルビームの

下面に貼り付けた 2 枚のひずみゲージの測定値を平均することとした．  

走行試験のパラメータは，ミドルビームとミドルビーム間のシールゴム遊間（40,60, 

80mm）と試験車両の走行速度（5,25,50km/h）である．50km/h は構内安全上の最大速

度である．使用した測定機器は，グラフテック（株）のリニアレコーダ（WR-9000）

と（株）共和電業の動ひずみ測定器（MCC-16A）である．測定速度は 2kHz とした．  

図 2-17～図 2-19に，後輪（後前輪と後後輪）通過時に得られたひずみにより求めた

応力度と走行位置（B 寸法）の関係をシールゴム遊間ごとに示す．各図中に示す走行

試験での応力度は，後前輪あるいは後後輪通過時に得られた最大のひずみ値を用いて

求めたものである．また，各図中には三次元骨組構造で求めた応力度を示すとともに，  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 実物大試験体の三次元骨組構造モデル  

 

表 2-5 試験車両の輪重（衝撃・リバウンド用）  

 

 

 

 

 

 輪重（kN）  

前輪  21.5 

後前輪  18.9 
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図 2-16 試験車両の接地寸法（衝撃・リバウンド用）  

 

後述する荷重分担を考慮して，三次元骨組構造で求める応力度にシールゴム遊間に応

じた補正係数（0.6～0.8）を乗じた値も示している．走行試験で得られたひずみから求

めた応力度は，シールゴム遊間の影響を受けていない．また，三次元骨組構造で求め

た応力度に対し，走行速度 5km/hでやや小さく，50km/hでは多少大きくなる傾向を示

している．なお，図 2-17には，静的載荷試験で得られたひずみにより求めた応力度も

示している．その値は，三次元骨組構造で求めた値よりも多少小さい箇所があるもの

の，ほぼ等しいものと考える．また，荷重分担を考慮し，三次元骨組構造で求めた応

力度に 0.6～0.8 の補正係数を乗じた値との比は 0.9～2.3 程度であり，応力度の大きい

走行位置 400～600mmの範囲では 0.9～1.8 程度である．  

衝撃係数（ i）は，先に述べたように，三次元骨組構造で求めた応力度と走行試験で

得られたひずみから求める応力度を用いて算出する．その値の最大は，シールゴム遊

間 40mm，車両の走行位置 790mmの場合で 1.38 程度であった．その条件で得られた

応力度と時間の関係を図 2-20に示す．図中には，三次元骨組構造により求めた値を赤

の点線で示している．  
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図 2-17 応力度と走行位置の関係      図 2-18 応力度と走行位置の関係  

（遊間 40mm）              （遊間 60mm）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-19 応力度と走行位置の関係     図 2-20 走行試験で得られた応力波形  

（遊間 80mm）           （遊間 40mm，走行位置 790mm） 

 

 走行速度 50km/hでのリバウンド係数とシールゴム遊間の関係を図 2-21 に示す．そ

の最大は 0.07であった．リバウンド係数は，図 2-5 で示したように，車両の走行によ

りミドルビームに生じる鉛直正方向（下向き）の応力に対する負方向の応力の比であ

る．なお，走行速度 5km/hと 25km/hでは，リバウンドは確認されなかった．  

このことから，走行速度の影響を加味した検討が必要であるが，衝撃係数（ i）を 0.4，

リバウンド係数（αR）を 0.1 と仮定した場合，車両の走行により生じる応力度は，三
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次元骨組構造で求められる値の 1.54倍となる（ (1+i)×(1+αR)）．なお，各国の基準に

示されている値は，アメリカで 1.75，ドイツで 1.69（ i＝0.3, αR＝0.3）である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-21 リバウンド係数とシールゴム遊間の関係  

 

（2）荷重分担 

荷重分担は，図 2-22（a）に示すように，中央のミドルビームのみに軸重を載荷した

場合と図 2-22（b）に示す中央のミドルビーム位置で試験車両を停車させた場合（パラ

メータとするシールゴム遊間（ミドルビームとミドルビーム間）は 40,60,80mm）で測

定したひずみの値を比較することで検討した．それぞれの計測におけるひずみの値は，

ここでもミドルビームの下面に貼り付けた 2 枚のひずみゲージから得られた値の平均

とした．測定に使用した機器は，（株）東京測器研究所のデータロガー（TDS-303）で

ある．荷重分担の検討で用いた試験車両のタイヤの接地寸法を図 2-23～図 2-25に，試

験車両の輪重を表 2-6 に示す．  

 

 

 

 

 

 

（a）中央のミドルビームに載荷    （b）3 本のミドルビームに載荷  

図 2-22 輪重のミドルビームへの載荷状況  
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図 2-23 荷重分担計測時の試験車両のタイヤ接地寸法（ケース 1）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 荷重分担計測時の試験車両のタイヤ接地寸法（ケース 2）  
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図 2-25 荷重分担計測時の試験車両のタイヤ接地寸法（ケース 3）  

 

表 2-6 試験車両の輪重（荷重分担用）  

 

 

 

 

 

 

図 2-26 に中央のミドルビームの荷重分担率と一輪の荷重の関係を示す．ここでは，

輪重の大きい後輪の結果を示す．一輪の荷重が大きくなると一つのミドルビームで分
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地長さから求められる荷重分担率は 0.33 となるが，静的載荷試験では 0.55 程度とな

っている．このように，シールゴム遊間とタイヤの接地長さから単純に荷重分担率を

求めた場合，必ずしも安全側とならない可能性があることに注意が必要と考える．  

各国の基準に示されている荷重分担率は，ドイツで 50～60％程度，アメリカで 65％

程度としている．タイヤのサイズや軸重などが異なるものの，シールゴム遊間 40mm

の結果の分担率と同程度となっている．なお，ここでの分担率は，輪重が静的に作用

した場合である．動的荷重下については検討する必要があると考えている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-26 中央のミドルビームの荷重分担率と一輪の荷重の関係  

 

（3）水平方向力 

 ドイツやアメリカでは，疲労荷重として，鉛直方向力に加えて，車両の制動等によ

り生じる水平方向力も考慮されている．ここでは，走行試験で得られたひずみ測定結

果を利用して水平方向力の検討を行った．実物大試験体のミドルビーム下面のスパン

中央位置には，図 2-13 に示したように，ひずみゲージを 2 枚貼付している．そこで，

式（2.4）により鉛直方向力に対する水平方向力の割合を求めた．分母に示す鉛直方向

力は，輪重通過時のひずみ値（A と B の平均）の最大とした．また，分子に示す水平

方向力は，2 枚のひずみゲージで測定した値の差分である．A’ は軸重通過時にひずみ

（A）で測定した値の最大であり，その時刻のひずみ（B）の測定値を B’とした．すな

わち，鉛直方向力と水平方向力の測定時刻は異なっているものの，ここでは安全側を

みて，このように整理した水平方向力の割合を鉛直方向力に補正係数として与えるこ

とを考えた（水平方向力を考慮した補正係数：α h ）．  
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鉛直方向力に対する水平方向力の割合と走行位置の関係をシールゴム遊間ごとに

図 2-27～図 2-29に示す．走行速度 50km/hの結果には，ノイズの影響と思われる大き

なばらつきが見られたため示していない．今後，走行速度の影響をさらに検討する必

要があるものの，鉛直方向力に対する水平方向力の割合（水平方向力を考慮した補正

係数：α h ）は 0.1～0.2 程度であった．  

       鉛直方向力に対する水平方向力の割合＝

(     )
2

( +  )
2

    ・・・（2.4）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-27 水平割合と走行位置の関係    図 2-28 水平割合と走行位置の関係  

（遊間 40mm）              （遊間 60mm）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-29 水平割合と走行位置の関係（遊間 80mm）  
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2.4.3 応力計算法 

疲労基本荷重に疲労基本荷重を補正する係数を乗じた疲労荷重により溶接部に生

じる公称応力は，サポートビームを支点とした連続梁として求められるのが通常であ

る．しかし，実際はベアリングで支えられるサポートビームの上にその直角方向にミ

ドルビームが溶接されている．ここでは，このような構造を可能な限り再現できるよ

うに，図 2-30に示すような，ミドルビームとサポートビームの上下位置を考慮した三

次元骨組構造を用いて，サポートビームとミドルビームの断面力を求め，公称応力を

計算する．図中の A～E は溶接接合部（以下，接合部と記す）の名称，サポートビー

ムの支点近傍に示す x,y,z は拘束条件である．なお，接合部の剛性は，各ビームと同じ

である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-30 三次元骨組構造の例  

 

（1）計算方法が公称応力に与える影響 

2.2 節で述べたように，モジュラー型伸縮装置の断面設計では三連モーメント式で

断面力を算出している．そこで，三連モーメント式と三次元骨組構造で求める曲げモ

ーメントの比較検討を行った．対象モデルは，三連モーメント式で図 2-2，三次元骨組

構造では図 2-30である．図 2-1 に示した T 荷重を図 2-2 に示す位置に載荷した．すな

わち，T 荷重の片輪の載荷幅の中心位置がミドルビームの端部から 0.4L 離れた箇所と

なるように載荷した（図 2-30に示す三次元骨組構造のモデルでは，接合部 A から 0.4L

離れた箇所）．サポートビームのピッチ（L）は 1,400mmである．三次元骨組構造の解

析モデルにはバー要素を用い，要素寸法は 50mmとした．解析モデルの作成には，有

限要素解析用プリ・ポストソフトウェア Femap11.2.1を用いた．解析は汎用解析プロ
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0.3 とした．得られた両者の曲げモーメントを表 2-7 に示す．ここでは，最大の曲げモ

ーメントが生じる接合部 B（図 2-30参照）の値を示す．三次元骨組構造で求めた値が

三連モーメント式で算出した値よりもミドルビームで 4%，サポートビームで 1%小さ

い程度であり，大きな差はない．しかし，三次元骨組構造による値がより正確である

ことや計算が容易に行えることを踏まえて，モジュラー型伸縮装置溶接部の公称応力

の算出には，三次元骨組構造を用いるのがよいと考える．なお，ここではミドルビー

ムの断面設計と同様に 4 径間モデルとする．  

 

表 2-7 三連モーメント式と三次元骨組構造で求めた曲げモーメント  

 

（2）作用させる疲労荷重の載荷幅が公称応力に与える影響 

 ミドルビームやサポートビームに生じる断面力は，疲労荷重の載荷幅により変化す

ると考えられる．道示に示される T 荷重の 1 輪あたりの橋軸直角方向の載荷幅は，図

2-1 に示したとおり 500mmであるが，実際のタイヤの接地寸法は異なる．そこで，載

荷幅をパラメータとして，輪重 100kN とした場合に接合部に生じる曲げモーメントの

影響線を三次元骨組構造により求めた．パラメータとした載荷幅を図 2-31に示す．ダ

ブルタイヤの載荷幅は，一輪 200mmのシングルタイヤを 2 つ組合せ，タイヤとタイヤ

の隙間は 100mmとした．解析では，図 2-32 と図 2-33に示すように，それぞれ片輪の

みをミドルビームに作用させた．サポートビームの間隔は 1,400mmである．解析モデ

ルの寸法を図 2-34に示す．解析モデルの作成方法や材料特性，そして解析に用いたソ

フトなどは（1）で示した三次元骨組構造の解析モデルと同じである．  

 

 

 

 

 

（a）T 荷重載荷幅（片輪）     （b）ダブルタイヤ載荷幅（片輪）  

図 2-31 載荷幅のパラメータ  
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図 2-33 解析モデル（ダブルタイヤの片輪）  

 

 

 

 

 

 

 

図 2-34 解析モデルの寸法  

 

 解析により得られたミドルビームとサポートビーム接合部に生じる曲げモーメント

の影響線を図 2-35 に示す．図 2-35 は T 荷重の片輪を載荷した場合の結果である．こ

れらの値は，ミドルビームで z 軸周り，サポートビームで x 軸周りである．引張力を

生じさせる曲げモーメントが正である．また，ここで示した接合部は，解析の対称性

を考慮して A，B，C とした．図の横軸は，T 荷重の片輪の載荷幅の中心位置である．

これらの影響線から得られる最大の曲げモーメントを表 2-8 に示す．表の値は，図 2-

36 に示す接合部近傍の左右の要素のうち，各ビームとも大きな方である．各ビームの

曲げモーメントにタイヤの形状による大きな違いはみられない．このことから，等価
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図 2-35 接合部の曲げモーメントの影響線（T 荷重の片輪を載荷）  

（a）接合部 A（ミドルビーム）  （b）接合部 A（サポートビーム）  

（c）接合部 B（ミドルビーム）  （d）接合部 B（サポートビーム）  

（e）接合部 C（ミドルビーム）  （ f）接合部 C（サポートビーム）  
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表 2-8 載荷幅と曲げモーメントの関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-36 接合部近傍のミドルビームとサポートビームの着目箇所  

 

（3）せん断力と軸力の影響 

 モジュラー型伸縮装置に作用する断面力は，曲げモーメントの他に，せん断力や軸

力などが考えられる．そこで，図 2-32に示したモデルの解析で得られたミドルビーム

とサポートビーム接合部に生じるせん断力の影響線を図 2-37に，軸力の影響線を図 2-

38 に示す．図中に示す縦軸は，それぞれの断面力の値，横軸はミドルビーム長さ方向

で荷重載荷幅の中心位置である．荷重は，T 荷重の片輪（100kN）を載荷させた．図 2-

37 に示すせん断力は，ミドルビームで 80kN 程度，サポートビームで 50kN 程度であ

るものの，疲労き裂が生じると考えられる溶接止端は鋼材表面である．鋼材表面のせ

ん断力は 0 であることから，疲労強度に与える影響は小さいと考えられる．また，図

2-38に示す軸力は，曲げモーメントに比べて極めて小さい．そのため，疲労強度に与

える影響はないと考えられる．  

 

 
ミドルビームの曲げモーメント  

M z（kN・m）  

サポートビームの曲げモーメント  

M x（kN・m）  

接合部記号  T 荷重  ダブルタイヤ  T 荷重  ダブルタイヤ  

接合部 A -16.0 -16.3 -20.5 -20.5 

接合部 B -11.9 -11.7 -17.1 -17.1 

接合部 C -9.9 -9.8 -16.7 -16.6 

接合部 D -11.9 -11.7 -17.1 -17.1 

接合部 E -16.0 -16.3 -20.5 -20.5 

ミドルビーム着目箇所  

着目箇所  

サポートビーム  

サポートビーム  

ミドルビーム  

y 

z 

x 
接合部  
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図 2-37 接合部のせん断力の影響線（T 荷重の片輪を載荷）  

（a）接合部 A（ミドルビーム）  （b）接合部 A（サポートビーム）  

（c）接合部 B（ミドルビーム）  （d）接合部 B（サポートビーム）  

（e）接合部 C（ミドルビーム）  （ f）接合部 C（サポートビーム）  
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図 2-38 接合部の軸力の影響線（T 荷重の片輪を載荷）  

（a）接合部 A（ミドルビーム）  （b）接合部 A（サポートビーム）  

（c）接合部 B（ミドルビーム）  （d）接合部 B（サポートビーム）  

（e）接合部 C（ミドルビーム）  （ f）接合部 C（サポートビーム）  
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（4）車両の走行位置が公称応力に与える影響 

 表 2-8 に示した曲げモーメントは，接合部に生じる公称応力が最大となる位置に荷

重を載荷して求められている．しかし，車両の走行位置は，ある程度のばらつきを有

するものと考えられる．鋼構造物の疲労設計指針・同解説 [35]に示される，都市高速道

路で行われた大型車の橋軸直角方向走行位置の調査では，97％の車両が±400mm（σ

＝200mm）の範囲を走行したとされている．また，都市高速道路で行われた調査結果

[34,36]では，幅員により数値が異なるものの，3.25mの場合でσ＝179mm，3.5mの場

合でσ＝266mmとなっている．これらの数値はいずれもトラック類の場合である．ト

レーラー類では，幅員 3.25mでσ＝165mm，3.5mでσ＝254mmである．車幅が大きく

なるため，ばらつきが小さくなったものと考えられる．ただし，トラックとトレーラ

ーのいずれの場合においても，幅員が広くなることによって，走行位置のばらつきは

大きくなっている．ここでは，大型車がσ＝200mmで走行すると考え，図 2-32に示し

た解析モデルを例として，断面力の分布（走行位置荷重補正係数）の検討を行う．  

図 2-39は，T 荷重を作用させた場合の接合部 B のミドルビームの曲げモーメントの

影響線である．この図は，図 2-35（c）に示した T 荷重の片輪（100kN）を載荷した場

合の曲げモーメントの影響線に基づき，T 荷重の場合で 1,750mm離れた位置にある隣

の車輪を考慮して，その位置の曲げモーメントを足し合わせたものである．図の横軸

は，ミドルビームに作用させる T 荷重の片輪（左輪）の載荷幅の中心位置である．接

合部 B に最大曲げモーメントが生じる荷重の載荷位置は，左輪の載荷幅の中心が

950mmである．この位置を中心として±400mm（2σ）の範囲を対象と考えた．各位置

の曲げモーメントを最大曲げモーメントで無次元化した断面力比（λ i）と左輪の走行

位置の関係を図 2-40 に示す．図中には，左輪の走行範囲を 100mmごととした場合で

正規分布に従った走行割合（ni）も示している．断面力比（λ i）と走行割合（ni）から

式（2.5）を用いて求められる走行位置荷重補正係数（α hl）は 0.92となる．走行位置

荷重補正係数は，このような考えに基づき，トレッド幅なども考慮して設定するべき

と考える．  

 

走行位置荷重補正係数    ＝  
 (  

 ×   )

   

 

= 0.92      ・・・（2.5）  

ここで，λ i：断面力比  

                 ni：走行割合  
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図 2-39 接合部 B の曲げモーメントの影響線（T 荷重を載荷）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-40 断面力比，走行割合と左輪の走行位置  

 

2.5 まとめ 

 本章では，モジュラー型伸縮装置の現行の断面設計法と溶接部に対する疲労照査法

を示した．疲労照査法では，国内外の手法の整理を行うとともに，疲労照査に必要と

なる疲労荷重，応力計算法，疲労強度，そして疲労照査法の考え方を示した．ここで

示した主な内容は以下のとおりである．  
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(1) モジュラー型伸縮装置の断面設計で用いる力は，道路橋示方書に示される床版お

よび床組を設計する場合の活荷重（T 荷重）に衝撃係数（ i＝0.4）を考慮した値で

ある．その際に用いるミドルビームの断面力は，サポートビームを支点とした 4 径

間連続梁により三連モーメント法で算出されている．また，サポートビームの断

面力は，ベアリングを支点とした単純梁として求められている．  

(2) 伸縮装置に対する具体的な耐久性評価法は，現在の道路橋示方書には示されてい

ない．また，日本の NEXCO3社で規定する耐久性評価手法により，モジュラー型

伸縮装置溶接部の疲労強度を求めることはできるものの，走行する活荷重の実態

や衝撃やリバウンド，複数のミドルビームによる荷重分担の影響，そして溶接部

の形状や寸法に依存する疲労強度などの検討を行う余地はある．ドイツやアメリ

カでは，モジュラー型伸縮装置に対する疲労照査法が定められている．しかし，

車両特性や交通事情，溶接部の形状が各国で異なるため，日本のモジュラー型伸

縮装置溶接部の耐久性評価に適用する疲労基本荷重と疲労荷重を求めるために必

要となる補正係数，そして疲労強度の考え方を示した．  

(3) 疲労基本荷重には，等価輪重を用いることを考え，国土交通省国土技術政策総合

研究所などで行われた活荷重の実態調査結果に基づき，等価輪重とその頻度の考

え方を示した．疲労基本荷重とその頻度は，等価輪重と軸数のデータに基づき，

将来予測も含めて設定すべきと考える．  

(4) 疲労基本荷重を補正する際に考慮すべき衝撃とリバウンド，荷重分担について，

実物大試験体を用いた静的載荷試験と走行試験の結果を用いて検討した．その結

果，走行速度の影響をさらに検討する必要があるものの，衝撃係数（ i）を 0.4，リ

バウンド係数（αR）を 0.1 と仮定した場合，車両の走行により生じる応力度は，

三次元骨組構造で求めた応力度の 1.54倍となる．各国の基準に示されている値は，

アメリカで 1.75，ドイツで 1.69（ i＝0.3, αR＝0.3）である．シールゴム遊間ごと

の荷重分担率（α S）は，輪重を 65kN 程度とした場合に，40mmで 60％程度，60mm

で 65％程度，そして 80mmで 70％程度であった．荷重分担率については，動的荷

重下での検討が必要と考える．  

(5) 鉛直方向力に対する水平方向力の割合（水平方向力を考慮した補正係数）は，走

行速度の影響をさらに検討する必要があるものの 0.1～0.2 程度であった．  

(6) 疲労荷重の作用によって溶接部に生じる公称応力は，三次元骨組構造を用いて求

めることを提案した．  

(7) 車両の走行位置のばらつきを考慮する走行位置荷重補正係数（α hl）の考え方につ
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いて示した．軸重の載荷範囲を±400mm とした場合の走行位置荷重補正係数は

0.92となった．  

 

 以上より，疲労荷重は，等価軸重の半分の等価輪重（W）を疲労基本荷重とし，そ

の値に衝撃係数（ i），リバウンド係数（αR），荷重分担率（α S），水平方向力を考慮し

た補正係数（α h），そして走行位置荷重補正係数（α hl）を乗じて式（2.6）により求め

ることとした．  

 

疲労荷重＝疲労基本荷重 (W)×(1＋ i)×(1＋αR)×αS×α h×α hl     ・・・（2.6）  

ここで，  W：疲労基本荷重（等価輪重）  

 i：衝撃係数  

            αR：リバウンド係数  

            α S：荷重分担率  

            α h：水平方向力を考慮した補正係数  

            α hl：走行位置荷重補正係数  
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第３章 完全溶け込み溶接の疲労強度  

 

3.1 はじめに 

 ミドルビームとサポートビームの接合は，完全溶け込み溶接で行われている．これ

は，2002年 3 月，関越自動車道の永井川橋に設置されたモジュラー型伸縮装置のミド

ルビームの一部が外れたためである [1,2]．その原因は，ミドルビームとサポートビー

ムの接合に用いられていたすみ肉溶接が，ルートを起点として疲労破壊したことにあ

るとされている．しかし，2012 年 5 月には，重交通路線とされる伊勢湾岸自動車道に

おいて，完全溶け込み溶接部に疲労き裂が確認されている [3,4]．そのため，その疲労

耐久性を評価する手法の確立が課題となっている．  

疲労耐久性を評価する場合の溶接部の疲労強度は，先に述べたように，日本鋼構造

協会の「鋼構造物の疲労設計指針・同解説」 [5]（以後，JSSC 指針と称する）や日本

道路協会の「鋼道路橋の疲労設計指針」[6]等に示される継手の強度等級分類によるの

が一般的である．しかし，モジュラー型伸縮装置の継手形式は，それらに示されるも

のに当てはめることが難しい．また，その疲労強度は，溶接部の寸法や形状に依存す

るが，それらの影響も明らかとはされていない．  

本章では，図 3-1 に示すモジュラー型伸縮装置溶接部のミドルビーム側（以後，M

溶接部と記す）の溶接止端とサポートビーム側（以後，S 溶接部と記す）の溶接止端

に生じる疲労き裂を対象とし，溶接部の寸法や形状の異なる試験体を対象とした疲労

試験と有限要素応力解析を行う．そして，疲労耐久性評価に不可欠な疲労強度を明ら

かにし，JSSC指針に示される強度等級分類との対応を示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）ミドルビーム側        （b）サポートビーム側  

図 3-1 完全溶け込み溶接に生じる疲労き裂  

疲労き裂  
ミドルビーム  

サポートビーム  
M 溶接部  

疲労き裂  

ミドルビーム  

サポートビーム  

S 溶接部  
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3.2 試験体 

3.2.1 試験体の種類 

試験体は，M 溶接部の溶接止端部に疲労き裂が生じることを想定した MB 試験体と

S 溶接部の溶接止端部を想定した SB 試験体の 2 種類である．いずれの試験体もミド

ルビームとサポートビームを完全溶け込みで溶接している．試験体と溶接部の形状を

図 3-2 に示す．溶接形状は，溶接部のみを整形し，止端部はそのままとした WF と溶

接止端を含めて円弧状に仕上げた RF の 2 ケースである．試験体数は各 5 である．  

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB-WF 試験体         （b）MB-RF 試験体  

 

 

 

 

 

 

 

（c）SB-WF試験体         （d）SB-RF試験体  

図 3-2 試験体と溶接部の形状  

 

供試鋼材は，ミドルビームで欧州統一規格（European Norm）の EN10025非合金構

造用鋼材 S355J2+N（日本工業規格（以後，JIS規格と称する）の JISG3106溶接構造用

圧延鋼材 SM490YB 相当），サポートビームで JIS規格の鋼材 SM490Cである．これら

の鋼材のミルシートに記載された降伏点と引張強さを表 3-1 に示す．  

各試験体の寸法と形状を図 3-3 と図 3-4 に示す．図 3-3 に示す MB 試験体のミドル

ビームは，幅 90mm，高さ 125mm，長さ 1,000mmである．ミドルビームの長さ方向中

央部に長さ 290mm のサポートビームを完全溶け込み溶接で接合している．サポート

高さ方向  

溶接脚長  

サポートビーム  

ミドルビーム  

長さ方向  

溶接脚長  

ミドルビーム  

溶接脚長  

長さ方向  

サポートビーム  

溶接脚長  

高さ方向  

ミドルビーム  

M 溶接部  

溶接止端  

サポートビーム  

S 溶接部  

S 溶接部  

溶接止端  

ミドルビーム  

サポートビーム  

M 溶接部  
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ビームの断面寸法は，幅 60mm，高さ 110mmである．図 3-4 に示す SB 試験体のサポ

ートビームの断面寸法は，MB 試験体と同じであるが，長さは 800mmである．サポー

トビームの長さ方向中央部に長さ 260mmのミドルビームを溶接で接合している．  

 

表 3-1 試験体鋼材のミルシートに記載された降伏点と引張強さ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 MB 試験体の寸法と形状     図 3-4 SB 試験体の寸法と形状  

 

3.2.2 試験体の製作方法 

ミドルビームは型鋼であり，定尺 11m から切断した．その長さは，MB 試験体で図

3-5 に示す 1,000mm，SB 試験体で 260mmである．サポートビームは，板厚 60mmの

鋼材 SM490Cをガス溶断により切り出している．その長さは，MB 試験体で図 3-6 に

示す 290mm，SB 試験体で 800mmとした．サポートビームの長さ方向の中央には，図

3-6 に示すように，ミドルビームと溶接するため，高さ 16mm の突起を設けており，

溶断後，機械加工により突起部に J 形開先を設けている．ミドルビームとサポートビ

ームの溶接は，以下の手順で行った．ミドルビームの長さ方向（M 溶接部）は，図 3-

7 に示すように，J 形開先の片側を 3 パス程度溶接した後，反対側から裏はつりを行  

試験体  

名称  

ミドルビーム  サポートビーム  

降伏点  

（N/mm2）  

引張強さ  

（N/mm2）  

降伏点  

（N/mm2）  

引張強さ  

（N/mm2）  

MB 試験体  407 516 334 503 

SB 試験体  407 517 334 508 

1
2

5
 

1
1

0
 

1
1

0
 1

2
5

 

（単位：mm） （単位：mm） 

ミドルビーム  

サポートビーム  

M 溶接部  

M 溶接部  

S 溶接部  

S 溶接部  
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った．そして，左右交互に 3～5 層ずつ積層し，すみ肉部が等脚になるまで積層した．

サポートビームの長さ方向（S 溶接部）は，図 3-8 に示すように，片側 3 層程度を積

層した後，余盛りを行った．反対側も同様に行った．溶接は，半自動炭酸ガスアーク

法により下向き姿勢で行った．電流は 300A，電圧は 35V，溶接速度は 36cm/minであ

る．  

 

 

 

 

 

図 3-5 ミドルビームの寸法と形状（MB 試験体での例）  

 

図 3-6 サポートビームの寸法と形状（MB 試験体での例）  

 

 

 

 

図 3-7 M 溶接部の溶接手順  

 

 

 

 

 

 

図 3-8 S 溶接部の溶接手順  

（単位：mm） 

（単位：mm） 

サポートビーム  
ミドルビーム  

サポートビーム  

ミドルビーム  

余盛り部  
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MB-WF 試験体の M 溶接部の整形は，これまでに記した手順で溶接された試験体の

溶接部表面を番手 30 の砥石を用いた高周波グラインダで荒削りする．次に，番手 60

の砥石を用いたディスクグラインダにより溶接部を整形する．S 接部の整形は，M 溶

接部の整形と同じ手順で行うが，同様に整形した後，番手 36 の砥石を用いたバーグラ

インダにより溶接部をさらに整形する．最後に，番手 120の研磨ベルトを用いたベル

トグラインダで溶接部を仕上げる．  

MB-RF 試験体は，M 溶接部の表面を R 仕上げする．整形作業は，MB-WF 試験体の

M 溶接部と同じであるが，止端を含めて，溶接部の曲率半径が 15mm程度となるよう

番手 36 の砥石を用いたバーグラインダにより溶接部をさらに整形する．最後に，番

手 120 の研磨ベルトを用いたベルトグラインダにより溶接部を仕上げる．S 溶接部の

整形も同様である．  

SB-WF試験体の S 溶接部の整形は，MB-WF 試験体の M 溶接部と同様である．M 溶

接部の整形は，MB-WF 試験体の S 溶接部と同様である．  

SB-RF試験体の S 溶接部の整形は，MB-RF 試験体の M 溶接部と同様，溶接部の曲

率半径が 15mm程度となるようにする．また，SB-RF1 と SB-RF2は，番手 120の研磨

ベルトを用いた後，番手 400の研磨ベルトを用いたベルトグラインダにより溶接部を

仕上げる．M 溶接部の整形も同様であるが，番手 400の研磨ベルトは使用していない．  

 

3.2.3 各試験体の溶接形状 

M 溶接部と S 溶接部の止端部曲率半径と溶接脚長，フランク角を測定した．それぞ

れの定義を試験体ごとに図 3-9 に示す．測定には，型取り用 RTV シリコーンゴム（以

下，印象材と称する）を使用した．印象材により採取した溶接部の型を厚さ約 1mmに，  

  

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB 試験体           （b）SB 試験体  

図 3-9 溶接脚長と曲率半径，フランク角の定義  

溶接脚長  

（高さ方向）  
溶接脚長  

ミドルビーム  

下フランジ  

ρ  

曲率半径  

θ  
フランク角  

サポートビーム  

溶接部  

（長さ方向）  

ミドルビーム  

下フランジ  

ρ  曲率  

θ  

フランク角  

半径  溶接部  溶接脚長  
（高さ方向）  

サポート  溶接脚長  

ビーム  （長さ方向）  

ミドルビームウェブ  
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幅方向 15mm（MB 試験体）あるいは 10mm（SB 試験体）間隔でスライスし，10 倍の

拡大投影機を用いて測定した．ただし，WF の止端部曲率半径は，20 倍の拡大投影機

を用いた．このように，投影機の倍率を変更しているのは，WF の止端部曲率半径が

小さいためである．試験体の溶接部の寸法測定結果を表 3-2 に示す．  

 

表 3-2 試験体の寸法測定結果  

 

3.3 疲労試験 

3.3.1 静的載荷試験 

（1）試験方法 

疲労試験の前に，試験体に生じる応力とひずみの関係を確認するため，静的載荷試

験を行った．静的載荷試験は，図 3-10に示すように，動的能力 300kNの電気油圧サー

ボ式材料試験機を用いて三点曲げで実施した．ひずみゲージの貼付位置と支点間隔，

載荷位置を図 3-11に示す．ひずみゲージは，MB 試験体で 12 箇所，SB 試験体で 28 箇

所に貼付した．支点間隔は，MB 試験体で 900mm，SB 試験体で 700mmである．支点

試験体  

名称  

M 溶接部  

止端部の  

曲率半径  

（mm）  

長さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

高さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

MB-WF1 1.8 11.5 19.0 

MB-WF2 2.3 11.4 20.0 

MB-WF3 2.4 12.0 18.8 

MB-WF4 1.8 11.6 19.1 

MB-WF5 2.2 11.5 20.3 

平均  2.1 11.6 19.4 

MB-RF1 17.3 18.1 18.8 

MB-RF2 16.9 18.0 18.3 

MB-RF3 16.5 17.7 17.8 

MB-RF4 17.0 17.5 17.5 

MB-RF5 17.0 18.9 18.3 

平均  16.9 18.0 18.1 

試験体  

名称  

S 溶接部  

止端部の  

曲率半径  

（mm）  

長さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

高さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

SB-WF1 2.0 12.0 17.8 

SB-WF2 2.1 11.5 18.3 

SB-WF3 1.1 10.3 19.0 

SB-WF4 1.8 12.5 17.5 

SB-WF5 1.2 12.3 19.3 

平均  1.6 11.7 18.4 

SB-RF1 17.7 19.5 18.5 

SB-RF2 16.9 17.5 18.3 

SB-RF3 18.8 18.8 19.5 

SB-RF4 18.5 19.0 19.5 

SB-RF5 17.6 17.8 17.8 

平均  17.9 18.5 18.7 
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には，モジュラー型伸縮装置に使われる下ベアリングを用いた．このベアリングは，

日本製であり，図 3-12（a）に示すように，鋼材とゴム材にすべり材を組合せている．

鋼材ポット部に挿入したゴム材の上にすべり材を接着した鋼材を設置している．なお，

ドイツでは，図 3-12（b）に示す弾性ベアリングを用いている．載荷位置は，溶接部直

上とした．載荷範囲は，MB 試験体で 100mm（ミドルビーム長さ方向）×90mm（ミド

ルビーム幅方向），SB 試験体で 90mm（サポートビーム長さ方向）×60mm（サポート

ビーム幅方向）である．載荷荷重は，MB 試験体で 162kN，SB 試験体で 155kN とした．

使用した測定機器は，（株）東京測器研究所のデータロガー（TDS-303）である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB 試験体            （b）SB 試験体  

図 3-10 静的載荷試験状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB 試験体              （b）SB 試験体  

図 3-11 ひずみゲージの貼付位置と支点間隔，載荷位置  

L 側  R 側  L 側  R 側  

ミドルビーム上面  サポートビーム下面  

ミドルビーム下面  サポートビーム上面  

ひずみゲージ  ひずみゲージ  （単位：mm） 
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（a）日本製              （b）ドイツ製  

図 3-12 下ベアリング  

 

（2）試験結果 

静的載荷試験の結果を図 3-13に示す．縦軸の曲げ応力度は，測定ひずみにヤング率

（2.0×105N/mm2）を乗じて求めている．図中には，梁計算から求めた曲げ応力度と載

荷荷重の関係も示している．いずれの試験体も溶接止端から 5mm 離れた位置のひず

み測定値より求めた曲げ応力度は，梁計算から求めた値よりも，形状変化による応力

集中のために大きいものの，応力集中が生じない位置での曲げ応力度は，梁計算から

求めた値と一致している．また，SB 試験体のサポートビーム下面，中心から 65mmの

位置での曲げ応力度は，サポートビーム上面（ミドルビーム溶接側）の形状変化の影

響を受け，梁計算から求めた値よりも小さい．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB 試験体              （b）SB 試験体  

図 3-13 静的載荷試験の結果  
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3.3.2 疲労試験 

（1）試験方法と試験条件 

疲労試験は，静的載荷試験と同様に三点曲げで行った．載荷位置を溶接部直上とし

たのは，M 溶接部あるいは S溶接部の止端に引張応力を生じさせるためである．通常，

ミドルビームに走行車両の輪荷重が作用すると，溶接部には圧縮応力が生じる．しか

し，溶接部に生じる引張残留応力の影響を考慮し，また安全側の疲労強度が得られる

ように，今回の試験では溶接部に引張応力を作用させている．  

試験体には，疲労き裂の発生を確認するため，溶接止端から 5mm離れた位置にひず

みゲージを貼付した．疲労試験中のひずみ測定は，（株）共和電業の PCD-300A と

PCD320Aを用いた．測定間隔は，MB 試験体で繰返し荷重 2,000回あるいは 3,000回

ごと，SB 試験体で 10,000回ごととした．サンプリング速度は 500Hzである．  

繰返し荷重の上限を表 3-3 に示す．下限は 10kN とした．繰返し荷重の速度は 5Hz

を基本としたが，上限荷重の大きい MB-RF4（200kN）は 3Hz，MB-RF5（245kN）は

1.5Hz とした．また，上限荷重の小さい SB-WF2（93kN）の繰返し荷重速度は 6Hz と

した．疲労試験の終了は，試験体の変位が初期値に対し 2mm以上となった場合あるい

は荷重繰返し数が 500万回を超えた場合とした．2mm以上の変位が生じた場合の疲労

き裂は，MB 試験体でミドルビーム下フランジ幅方向に，SB 試験体ではサポートビー

ム幅方向に貫通し，高さ方向も 50mm程度以上となっており，いずれも破断とみなす

ことができる．  

 

表 3-3 疲労試験の上限荷重  

 

 

 

 

 

（2）試験結果 

疲労試験により得られた公称応力範囲と疲労寿命の関係を表 3-4 と図 3-14 に示す．

表 3-4 には上限および下限荷重，そしてき裂発生回数も示している．き裂発生回数は，

溶接止端から 5mm 離れた位置に貼付したひずみゲージにより測定したひずみの変動

幅が初期値に比べて 5%減少した時点とした．き裂発生から試験終了までの回数は，

WF で多く RF で少ない傾向を示した．図 3-14 の縦軸は，梁計算で算出した疲労き裂

試験体名称  
WF 

（kN）  

RF 

（kN）  

MB 試験体  117, 135, 162 165, 200, 245 

SB 試験体  93, 108, 126 126, 155, 185 
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発生位置での応力範囲⊿σであり，横軸は，試験終了までの荷重繰返し数（疲労寿命）

N である．図中には，JSSC指針に規定されている各疲労強度等級に対する疲労強度曲

線（S-N 線図）も示している．  

WF の疲労強度は E 等級と判断できる．MB-WF2 と SB-WF2の疲労強度は高くなっ

ている．これは，溶接止端部の曲率半径が大きかったためと考えられる．RF の疲労強

度は C 等級と判断できる．ここで，RF の疲労強度は，MB-RF3 を除いて判断した．

MB-RF3 の疲労強度が低くなった原因は，き裂の発生位置が溶接止端部から 6mm程度  

 

表 3-4 疲労試験結果  

試験体名称  
上限荷重  

（kN）  

下限荷重  

（kN）  

公称応力範囲  

（N/mm2）  

き裂発生回数

（×104 回）  

試験回数  

（×104 回）  

MB 

試験体  

WF1 135 

10 

139.0 50.2 69.2 

WF2 117 119.7 －  > 598.2 

WF3 162 168.3 16.2 27.2 

WF4 135 139.0 34.2 52.7 

WF5 162 168.8 20.2 29.2 

RF1 165 171.3 110.2 112.7 

RF2 165 168.7 －  > 517.2 

RF3 200 207.4 29.2 30.2 

RF4 245 258.7 342.7 343.0 

RF5 245 259.4 41.0 42.5 

SB 

試験体  

WF1 126 

10 

140.0 52.0 72.6 

WF2 93 99.5 －  > 521.9 

WF3 108 119.1 53.0 85.7 

WF4 126 140.4 47.0 72.3 

WF5 108 118.2 20.0 74.4 

RF1 155 175.0 48.0 63.4 

RF2 126 139.0 －  > 605.6 

RF3 155 174.0 －  > 555.6 

RF4 185 209.7 190.0 210.7 

RF5 185 210.4 53.0 58.4 
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離れたミドルビーム下フランジであったためと考える．この位置の表面は，ほかの試

験体に比べて粗くなっていたことを粗さ測定試験により確かめている．SB-RF3と SB-

RF4 の疲労強度が特に高くなっているが，これらの試験体の溶接止端部の曲率半径は

18mm以上となっていた．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-14 応力範囲と疲労寿命の関係  

 

疲労き裂は，MB-RF3 を除き，溶接止端から生じた．MB 試験体は，いずれもミドル

ビーム下フランジを貫通しウェブへ進展した．き裂長さは 50mm程度であった．SB 試

験体は，サポートビームの高さ方向へいずれも 50mm程度進展した．磁粉探傷試験の

結果を図 3-15に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB 試験体              （b）SB 試験体  

図 3-15 磁粉探傷試験結果の例  
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それぞれの試験体の疲労き裂の暴露面の例を図 3-16に示す．疲労破面は，溶接止端

部から 100mm程度離れた位置で試験体を切断した後，液体窒素で冷却し，ハンマーを

用いて打撃することにより暴露させた．いずれの試験体も，溶接止端の近傍には，複

数の筋模様が見られる．このことは，疲労き裂が溶接止端内の１か所だけではなく，

多数の位置で生じたことを意味している．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB 試験体             （b）SB 試験体  

図 3-16 疲労き裂の暴露面の例  

 

疲労強度曲線の傾きを 3 として，疲労寿命に対する応力範囲の回帰直線から求めた

各試験体の 200 万回疲労強度を表 3-5 に示す．ここで示す疲労強度は，表 3-4 に示し

た疲労試験結果のうち，未破断データを除いた試験体の種類ごとの平均値である．MB

試験体，SB 試験体ともに RF の疲労強度は WF より高い．WF に対する RF の疲労強

度比（RF の疲労強度÷WF の疲労強度）は，MB 試験体で 1.98，SB 試験体で 1.68とな

った．このように，疲労強度には，溶接止端の曲率半径の大きさと仕上げ方法が大き

く影響している．  

 

表 3-5 200万回疲労強度  

 

 

 

 

 

試験体名称  
WF 

（N/mm2）  

RF 

（N/mm2）  
RF/WF 

MB 試験体  90.5 179.1 1.98 

SB 試験体  93.7 157.4 1.68 

溶接止端  

溶接止端  

ウェブ  
ミドルビーム  
下フランジ  
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3.4 試験体の応力解析 

3.4.1 解析モデル 

解析対象は，疲労試験を行った MB-WF，MB-RF，SB-WFと SB-RF試験体の 4 種類

である．試験体は，長さ方向，幅方向において対称であることから，解析は 1/4 モデ

ルで行った．MB 試験体モデルの寸法は，ミドルビームで長さ 500mm，高さ 125mm，

幅 45mm であり，サポートビームで長さ 145mm，高さ 110mm，幅 30mm である．SB

試験体モデルの寸法は，サポートビームで長さ 400mm，高さ 110mm，幅 30mm であ

り，ミドルビームで長さ 130mm，高さ 125mm，幅 45mmである．溶接部の寸法と形状

の定義は，図 3-9 に示したとおりである．表 3-2 に示した各試験体の測定結果の平均

値を参考に設定した解析モデルの溶接部寸法を表 3-6 に示す．MB 試験体，WF モデル

の M 溶接部の脚長は，長さ方向側で 12mm，高さ方向側で 19mmとし，止端部の曲率

半径は 1,2,3mmとした．RF モデルの M 溶接部の脚長は，長さ方向側と高さ方向側で

18mmとし，曲率半径は 17mmとした．S 溶接部の脚長は，長さ方向側と高さ方向側で

17mmとした．また，SB 試験体，WF モデルの S 溶接部の脚長は，長さ方向側で 12mm，

高さ方向側で 18mmとし，曲率半径は 1,2mmとした．RF モデルの S 溶接部の脚長は，

長さ方向側と高さ方向側で 19mmとし，曲率半径を 18mmとした．M 溶接部の脚長は，

長さ方向側，高さ方向側とも 18mmとした．  

MB 試験体と SB 試験体の RF モデルの要素分割図を図 3-17 に示す．溶接部のモデ

ル化には，三次元 CAD 設計ソフトウェア SolidWorks Premium 2013と有限要素解析用

プリ・ポストプロセッサ Femap11.2.1を用いて行った．用いた要素は 8 節点ソリッド

要素，ミドルビームあるいはサポートビームの溶接止端部付近の最小要素寸法は約

0.2mmとした．  

 

表 3-6 解析モデルの溶接部寸法  

 

 

モデル  

名称  

MB 試験体（M 溶接部）  SB 試験体（S 溶接部）  

止端部の  

曲率半径  

（mm）  

長さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

高さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

止端部の  

曲率半径  

（mm）  

長さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

高さ方向  

溶接脚長  

（mm）  

WF モデル  1, 2, 3 12 19 1, 2 12 18 

RF モデル  17 18 18 18 19 19 



75 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）MB-RF モデル          （b）SB-RFモデル  

図 3-17 RF モデルの要素分割図  

 

3.4.2 解析方法 

三次元弾性有限要素解析は，汎用構造解析ソフトウェア Nx Nastranを用いて行った．

鋼材のヤング率は 2.0×105N/mm2，ポアソン比は 0.3 とした．荷重は，図 3-17 に示し

たように，ミドルビームあるいはサポートビームに直接載荷した．載荷範囲は，MB 試

験体モデルでミドルビームの長さ方向に 50mm，幅方向に 41mmである．SB 試験体モ

デルでは，サポートビームの長さ方向に 45mm，幅方向に 30mmである．M 溶接部あ

るいは S 溶接部の止端の公称応力が 100 N/mm2 となるように等分布荷重を設定した．

その値は，MB 試験体の WF モデルで 11.1 N/mm2，RF モデルで 11.2N/mm2 である．そ

して SB 試験体の WF モデルで 15.3 N/mm2，RF モデルで 15.7N/mm2 である．  

 

3.4.3 解析結果 

解析により得られたミドルビームあるいはサポートビーム試験体モデルのコンタ

ーを図 3-18に示す．いずれも RF モデルである．ミドルビーム試験体モデルは z 方向

の応力，サポートビーム試験体モデルは x 方向の応力を示している．M あるいは S 溶

接止端部の応力は，ビーム幅の中心に近づくほど高くなっていた．この結果は，いず

れの試験体モデルにおいても同じであった．  

解析により得られた M あるいは S 溶接止端部の応力集中係数（α）と止端部曲率半

径の関係を図 3-19に示す．なお，応力集中係数は，図 3-18に示す M あるいは S 溶接

部の応力の最大値を止端位置の公称応力で無次元化した値である．応力集中係数は，

MB 試験体の場合に 1.90～4.38，SB 試験体の場合に 1.94～4.71となっている．いずれ  
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 （a）MB モデルの M 溶接部（σ z ）   （b）SB モデルの S 溶接部（σ x ）  

図 3-18 RF モデルのコンター図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-19 応力集中係数と曲率半径の関係  

 

の試験体モデルとも RF モデルの応力集中係数が低く，曲率半径 1mmの WF モデルの

応力集中係数が最も高い．その値は，ミドルビームとサポートビームでほぼ同じとな

っている．そのため，ミドルビーム，サポートビームとも同じ疲労強度等級になった

ものと考える．  

WF モデル（止端曲率半径 2.0mm）に対する RF モデルの応力集中係数比（RF モデ

ルの応力集中係数（αRF）÷WF モデルの応力集中係数（αWF2））は，MB 試験体モデ

ルで 0.54，SB 試験体モデルで 0.50となる．疲労試験では，曲率半径の大きい RF の疲

労強度等級が高く，曲率半径の小さい WF の疲労強度が低い．WF に対する RF の疲労

強度比は，MB 試験体で 1.98，SB 試験体で 1.68である．すなわち，ここで行った解析
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モデルの応力集中係数は，疲労強度と反比例の関係にある．  

WF モデルのうち，曲率半径の大きい 3mmの応力集中係数（αWF3＝3.09）を基準と

した場合，RF モデルの疲労強度改善度（αWF3/αRF）は 1.6 程度となる．したがって，

RF の疲労強度等級は，WF より 2 等級は向上すると考えられる．疲労試験で得られた

疲労強度は，RF で C 等級，WF で E 等級である．このことから，この解析結果は，疲

労試験結果と対応する．  

 

3.5 まとめ 

本章では，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労強度を明らかにする目的で，溶接部

の寸法や形状の異なる試験体の疲労試験と有限要素応力解析を行った．疲労試験は，

実構造の応力発生状況と異なるが，安全側の疲労強度が得られるように，溶接部に引

張応力を作用させるように行った．ここで得られた主な結果は以下のとおりである．  

(1) WF は溶接部を整形したもの，RF は止端を含めて円弧状に仕上げたものである．

ミドルビーム（MB）試験体，サポートビーム（SB）試験体ともに，RF の疲労強

度が WF より高い．  

(2) JSSC指針に示される継手の強度等級に分類すると，溶接部を整形し，止端をその

ままとした場合で E，R15の止端仕上げとした場合で C である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



78 
 

【参考文献】 

[1]  上毛新聞社：上毛新聞（ジョイント外れ路面に 10 台乗り上げパンク関越道が 7 時

間通行止め昭和の永井川橋），2002年 3 月 26 日．  

[2]  伏屋和樹，竹市雅人，山田健太郎：ビーム型伸縮装置の溶接部の疲労試験，構造工

学論文集，Vol.60A，pp.642-650，2014年 3 月．  

[3]  浦敦：NEXCO 中日本豊田保全  名港西大橋Ⅰ基線の耐震補強に着手，道路構造物

ジャーナル NET， http://www.kozobutsu-hozen-journal.net/interviews/detail.php?id= 

1145&page=1，（2016.8参照）  

[4]  池田光次：中日本高速道路リレー連載②名古屋支社管内の高速道路における構造

物の劣化と維持管理，道路構造物ジャーナル NET，http://www.kozobutsu-hozen-

journal.net/series/detail.php?id=27&page=1（2016.12参照）  

[5]  日本鋼構造協会：鋼構造物の疲労設計指針・同解説‐付・設計例‐2012年改訂版，

技報堂出版，2012年 6 月．  

[6]  日本道路協会：鋼道路橋の疲労設計指針，丸善，平成 14 年 3 月．  



79 
 

第４章 部分溶け込み溶接によるルート疲労破壊の防止と疲労強度  

 

4.1 はじめに 

ミドルビームとサポートビームの接合は，2002年まで図 4-1 に示すすみ肉溶接で行

われていた．サポートビームには，長さ 90mm，幅 60mm，高さ 18mmの突起を設けて

いる．この突起部を利用してミドルビームとのすみ肉溶接が行われていた．ここでは，

ミドルビーム長さ方向の溶接を M 溶接部，サポートビームの長さ方向を S 溶接部と称

する．S 溶接部は，ミドルビーム下フランジに設けた切欠き部で行われていた．切欠

きを設ける理由は，ミドルビームとミドルビーム間の遊間 0mm に対応するためであ

る．なお，溶接部は溶接のままで仕上げは行われていなかった．  

1985 年 10 月に関越自動車道の永井川橋に設置されたモジュラー型伸縮装置のミド

ルビームの一部が外れて路面上に横たわり，車両 10 台が乗り上げ，パンクする事故が

2002年 3 月に生じた [1,2]．ミドルビームが外れた原因は，ミドルビームとサポートビ

ームの接合に用いられていたすみ肉溶接が，ルートを起点として全周にわたり疲労破

壊したことにあるとされている．ミドルビームとサポートビームの当時の断面設計で

算出された曲げ応力度は，それぞれの材料の許容応力度（ミドルビームで 2,100kgf/cm2，

サポートビームで 1,900kgf/cm2）に近い値であった．2002年以降は，ルート疲労破壊

を防止する目的で，ミドルビームとサポートビームの接合は，図 4-2 に示す完全溶け

込み溶接に変更されている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 すみ肉溶接        図 4-2 完全溶け込み溶接  

 

現在のモジュラー型伸縮装置の溶接部は，完全溶け込み溶接とすることで，ルート

を起点とした疲労破壊を防止している．しかし，完全溶け込み溶接は溶接量が多くな

ることから，製作およびその管理に多くの手間を要する．また，溶接欠陥が生じる可

S 溶接部  

ミドルビーム  

M 溶接部  サポートビ－ム  

 

S 溶接部  

サポートビ－ム  
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M 溶接部  

ミドルビーム  
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能性も高くなると考えられる．そのため，溶接作業を省力化し，かつルート疲労破壊

を防止することのできる部分溶け込み溶接の適用を考えた．これにより溶接量が少な

くなり，施工も比較的容易になると考えられる．  

本章では，ミドルビームに曲げが作用する場合を対象として，部分溶け込み溶接で

ルート疲労破壊を防止できる溶接詳細について検討する．そのため，止端部形状の異

なるすみ肉溶接試験体を用いた疲労試験と有効切欠き応力を求めるための試験体の応

力解析を行い，モジュラー型伸縮装置の M 溶接部の疲労破壊の起点の特定に対する有

効切欠き応力概念の適用性について検討する．そして，溶接脚長と溶け込み深さ，止

端の曲率半径をパラメータとした応力解析を行い，止端とルートの有効切欠き応力を

比較することにより，ルート疲労破壊を防止できる溶接詳細を示す．さらに，前章で

示した完全溶け込み溶接部の疲労強度に基づき，部分溶け込み溶接を用いた場合の M

溶接部の疲労強度について検討する．  

 

4.2 試験体 

4.2.1 試験体の種類 

試験体は，ミドルビームとサポートビームをすみ肉溶接で接合した AW 試験体と FW

試験体の 2 種類である．AW 試験体は，ミドルビームにサポートビームを溶接したま

まの試験体である．FW 試験体は，AW 試験体の溶接部を整形したものであり，溶接部

全体あるいは止端のみを仕上げている．試験体の数は，AW 試験体で 2，FW 試験体は

3 である．試験体の形状と寸法を図 4-3 に示す．図中には，溶接部の呼称とひずみゲ

ージの貼付位置も示している．ミドルビームは，図 4-4 に示す断面形状・寸法の形鋼

であり，その長さは 1,000mm である．サポートビームは，図 4-5 に示すように，幅

60mm，高さ 110mmの鋼材であり，その長さは 290mmである．サポートビームの長さ

方向中央部には，ミドルビームを接合するため，高さ 18mmの突起を設けている．そ

の突起部に，長さ 1,000mmのミドルビームをすみ肉溶接で接合している．  

ミドルビームに用いた鋼材は EN 規格（European Norm，欧州統一規格）の S355J2＋

N（日本工業規格 JIS SM490YB相当），サポートビームに用いた鋼材は SM490Cであ

る．これらの鋼材のミルシートに記載された降伏応力と引張強さは，ミドルビームで

420N/mm2 と 542 N/mm2，サポートビームで 322 N/mm2 と 498 N/mm2 である．  
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図 4-3 試験体の形状と寸法，溶接部の呼称とひずみゲージの貼付位置  

 

 

 

 

 

 

図 4-4 ミドルビームの形状と寸法     図 4-5 サポートビームの  

                 形状と寸法  

 

4.2.2 試験体の製作方法 

ミドルビームとサポートビームの溶接は，まず S 溶接部で行った後，M 溶接部を行

っている．S 溶接部は，サポートビームの突起部とミドルビーム下フランジ切欠き部

に 3 層行っている．M 溶接部は，サポートビームの側面とミドルビーム下フランジ部

に 1 層行っている．これは，2002年以前に用いられていたすみ肉溶接のうち，溶接サ

イズが最も小さい場合を想定している．溶接は，半自動炭酸ガスアーク法により，水

平姿勢で行った．溶接材料は直径 1.2mm のソリッドワイヤ YGW11 である．電流は

226A，電圧は 21V，溶接速度は 28cm/min程度とした．AW 試験体の溶接部の状況を図

4-6 に示す．  

AW1 と AW2 試験体は，先に述べた手順で接合した溶接のままの試験体である．FW1

と FW2，FW3 試験体は，M 溶接部の止端の曲率半径が，それぞれ 3,5,8mmとなるよう

に仕上げたものである．FW 試験体の M 溶接部を図 4-7 に示す．  

 

M 溶接部  M 溶接部  

S 溶接部  S 溶接部  

サポートビーム  

 L2 R2 

（単位：mm）  R1  L1 

ミドルビーム  

幅方向  

高
さ
方
向 

長さ方向  長さ方向  

（単位：mm） （単位：mm） 

幅方向  

高
さ
方
向 

 (L 側 )   (R 側 ) 
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（a）M 溶接部                 （b）S 溶接部  

図 4-6 AW 試験体の溶接部  

 

 

 

 

 

 

 

（a）FW1 試験体  

 

 

 

 

 

 

     （b）FW2 試験体                   （c）FW3 試験体  

図 4-7 FW 試験体の M 溶接部  

 

4.2.3 各試験体の溶接形状 

M 溶接部の脚長，止端の曲率半径とフランク角を測定した．測定に必要な型取りに

は RTV シリコーンゴムを使用した．採取した溶接部の型は，15 mm間隔で厚さ 1mm

にスライスした．スライスした数は，1 溶接部で 5 枚である．溶接脚長は 10 倍，止端

の曲率半径とフランク角は 20 倍の拡大投影機を用いて測定した．なお，溶接脚長と止

端の曲率半径，そしてフランク角とのど厚は，図 4-8 に示すように定義した．測定結

果を表 4-1 に示す．  

 

 
ミドルビーム  

サポートビーム  

サポートビーム  

ミドルビーム  

ミドルビーム  

サポートビーム  

ミドルビーム  ミドルビーム  

サポートビーム  サポートビーム  
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図 4-8 溶接脚長と止端の曲率半径，フランク角とのど厚の定義  

 

表 4-1 溶接部の形状測定結果（測定 10 箇所の平均値）  

 

4.3 疲労試験 

4.3.1 試験方法と試験条件 

疲労試験は，動的能力 300kN の電気油圧サーボ式材料試験機を用いて三点曲げで実

施した．試験体は，図 4-9 に示すように，M 溶接部に引張あるいは圧縮応力が作用す

るように試験装置に設置した．ミドルビームに輪荷重が作用した場合，溶接部に生じ

る応力は圧縮となるのが通常である．しかし，溶接部に生じる引張残留応力の影響を

考慮し，また安全側の疲労強度が得られるように，引張応力を作用させる試験も行っ

ている．第 1 章で述べたように，ミドルビームとサポートビームは十字梁となってい

る．したがって，ここで行うようなミドルビームのみに曲げを与える試験では応力性

状を十分に再現できていない可能性もある．ただし，疲労破壊の起点や疲労強度につ

いて検討するという意味では有用と考えている．なお，サポートビームについては別

途検討が必要と考えている．  

試験体  

名称  

止端の  

曲率半径  

溶接脚長  

(長さ方向 )  

溶接脚長  

(高さ方向 )  
のど厚  

止端部の  

フランク角  

(mm) (mm) (mm) (mm) (度 ) 

AW 
AW1 0.9 6.4 5.4 4.2 114 

AW2 0.6 6.3 6.0 4.4 112 

FW 

FW1 3.0 6.1 6.3 4.4 152 

FW2 4.3 6.4 6.2 4.4 155 

FW3 8.5 6.3 6.2 3.5 －  

フランク角  

θ  

溶接脚長  
(高さ方向 ) 

ρ  
止端の  

曲率半径  

のど厚  

ミドルビーム  

切欠き部  

下フランジ  
下フランジ  

45° 

溶接脚長  
(長さ方向 ) 

サポート  
ビーム  

ミドルビーム  

溶接部  
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（a）正曲げ試験            （b）負曲げ試験  

図 4-9 試験体の設置状況  

 

ここでは，溶接部に引張応力を作用させる試験を正曲げ試験，圧縮応力を作用させ

る試験を負曲げ試験と呼ぶ．正曲げ試験は AW1，FW1，FW2 試験体，負曲げ試験は

AW2 と FW3 試験体に対して行った．いずれの試験も，ミドルビームの支点間隔は

900mmである．支点には実際の伸縮装置に使用されている日本製の下ベアリング（図

4-10参照）を用いた．正曲げ試験は，ミドルビーム上面の中央に載荷した．載荷した

範囲は，100mm（ミドルビーム長さ方向）× 90mm（ミドルビーム幅方向）である．

負曲げ試験は，サポートビーム下面の中央に載荷した．載荷した範囲は，60mm（サポ

ートビーム幅方向）×100mm（サポートビーム長さ方向）である．繰返し荷重の下限

は，すべての試験で 10kN とした．上限荷重は，サポートビームの側面からミドルビ

ームの長さ方向へ 6mm 離れた溶接止端部の公称応力範囲が 141N/mm2 となるように

設定した．その値はいずれの試験も 135kN である．図 4-9 に示したように，正曲げ試

験と負曲げ試験で試験体の天地を反転させて試験装置に設置している．荷重繰返し速

度は 5Hz とした．試験の終了は，正曲げ試験で試験体の変位が初期値に対し 2mm 以

上となった場合とした．その際の疲労き裂は，ミドルビーム下フランジ幅方向に貫通

し，高さ方向も 50mm以上となっており，破断とみなすことができる．負曲げ試験で

は，疲労き裂を目視で確認した後，図 4-3 に示したように，溶接止端から 5mmの位置

に貼付したひずみゲージの出力に変化が見られないと判断した時点で試験を終了とし

た．その判断例として，AW2 試験体（負曲げ）で測定したひずみ範囲と荷重繰返し数

の関係を図 4-11 に示す．なお，疲労試験中のひずみ測定は，（株）共和電業の PCD-

300A と PCD320Aを用いた．測定間隔は，繰返し荷重 5,000回あるいは 10,000回ごと

とし，サンプリング速度は 500Hzとした．  
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図 4-10 下ベアリング    図 4-11 ひずみ範囲と荷重繰返し数の関係  

 

4.3.2 試験結果 

溶接のままである AW1 と AW2 試験体，そして止端の曲率半径が 3mmであった FW1

試験体の疲労き裂は溶接止端から生じた．止端の曲率半径が 4.5mmの FW2 試験体と

8.5mmの FW3 試験体ではルートから疲労き裂が生じた．すなわち，すみ肉溶接の疲労

き裂は，止端の曲率半径が小さい場合に止端から，大きくなるとルートから発生した．

なお，ルートから疲労き裂が生じた FW3 試験体ののど厚は，他の試験体と比較して小

さい．すみ肉溶接のルート部の応力は，のど厚が小さいほど大きくなる [3,4]ことから，

この影響も含まれていると考えられる．磁粉探傷試験の結果を図 4-12に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （a）止端き裂（FW1 試験体）    （b）ルートき裂の例（FW2 試験体）  

図 4-12 磁粉探傷試験結果の例  
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表 4-2 疲労試験結果  

試験体名称  
公称応力範囲  

（N/mm2）  

き裂発生回数

（×104 回）  

試験回数  

（×104 回）  
破壊起点  

AW1 正曲げ  

140.6 

7.0 22.2 止端  

AW2 負曲げ  10.0 210.6 止端  

FW1 正曲げ  95.5 114.9 止端  

FW2 正曲げ  －  179.6 ルート  

FW3 負曲げ  －  86.5 ルート  

 

疲労試験の結果を表 4-2 に示す．表中に示すき裂発生回数は，ルートで疲労き裂を

生じた FW2，FW3 試験体を除き，溶接止端から 5mm 離れた位置に貼付したひずみゲ

ージにより測定したひずみの変動幅が初期値に比べて 5%減少した時点とした．疲労

き裂の発生回数は，溶接のままとした AW1 と AW2 試験体で少ない．  

疲労試験により得られた疲労寿命を図 4-13に示す．図の縦軸は，試験終了までの荷

重繰返し数（疲労寿命）N を示している．横軸には，試験体名称と試験条件（正曲げ

あるいは負曲げ），そして破壊起点を示している．図中には，日本鋼構造協会の「鋼構

造物の疲労設計指針・同解説」[3]（以後，JSSC指針と記す）に定められている疲労強

度等級に対応する疲労寿命（応力範囲 141N/mm2）も示している．正曲げ試験は，FW2

試験体で C 等級，FW1 試験体で D 等級，AW1 試験体で F 等級程度の疲労強度となっ

ている．このように，止端の曲率半径を大きくすることで疲労強度は高くなっている．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 各試験体の疲労寿命  
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負曲げ試験は，ひずみ範囲の変化が見られなくなったと判断できた時点で試験を終了

としているため，破断を基準とした場合の疲労強度は不明であるが，少なくとも D 等

級以上の疲労強度となっている．  

AW1 と AW2，そして FW2 と FW3 試験体の疲労き裂の暴露面を図 4-14 に示す．疲

労き裂面は，M 溶接部の止端から 100mm 程度離れた位置で試験体を切断した後，液

体窒素で冷却し，ハンマーで打撃することにより暴露した．AW1 試験体の疲労破面に

は，溶接止端の近傍に複数の筋が生じている（代表的な筋模様を図中に矢印で示して

いる）．このことは，疲労き裂の起点が，溶接止端内の 1 箇所だけではなく，複数の箇

所で生じたことを意味している．止端き裂を生じた AW1 と FW1 試験体（正曲げ）は，

いずれもミドルビーム下フランジを貫通しウェブへ進展した．き裂長さは 40～50mm

であった．負曲げ試験で止端き裂を生じた AW2 試験体のき裂長さは 20mm 程度であ

った．負曲げの場合，き裂は停留する可能性がある．また，図 4-14（b）に示す疲労破

面には，さびが見られる．これは，圧縮応力の繰返しにより，き裂が開口と閉口を繰

返し，き裂面が擦られたためである．ルート破壊が生じた FW2 試験体（正曲げ）での

疲労き裂は，図 4-15に示すように，ミドルビーム下フランジから比較的直下の方向へ，

FW3（負曲げ）では 45 度方向に進展し，いずれも溶接部をほぼ貫通している．そして，

き裂がすみ肉溶接端部からミドルビームへと進展している．  

 

 

 

 

 

 

     （a）AW1 試験体（止端）           （b）AW2 試験体（止端）  

 

 

 

 

 

 

     （c）FW2 試験体（ルート）          （d）FW3 試験体（ルート）  

図 4-14 疲労き裂の暴露面の例  

ミドルビーム ミドルビーム 

サポートビーム サポートビーム 

サポートビーム 

ミドルビーム ミドルビーム 

サポートビーム 
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（a）FW2 試験体（正曲げ）      （b）FW3 試験体（負曲げ）  

図 4-15 ルートから生じた疲労き裂の進展方向の比較  

 

 支点に用いた下ベアリングの試験前後の状況を図 4-16 に示す．すべり板の相手面

は，サポートビームに設置したステンレス板（SUS-316L）である．疲労試験では，試

験体に曲げが生じる．そのため，ベアリング部には回転が生じる．そして，すべり材

とステンレス板間には摺動が生じる．試験後のすべり材には，摺動痕が見られるもの

の，顕著な劣化は認められなかった．  

 

 

 

 

 

 

 

（a）試験前                  （b）試験後  

図 4-16 下ベアリング  

 

4.4 有効切欠き応力概念を用いた試験体の疲労き裂発生起点の検討 

溶接部の疲労耐久性を評価する場合，公称応力範囲を用いるのが一般的である．し

かし，JSSC指針では，継手の形状が複雑で公称応力が明確にできない場合や継手等級

分類に示されていない継手については，ホットスポット応力を用いた疲労照査を行っ

てもよいとされている．また，国際溶接学会（ IIW）の疲労設計指針では，公称応力と

ホットスポット応力に加え，有効切欠き応力を用いた疲労強度評価法が示されている

[5]．有効切欠き応力は，疲労き裂の発生点（溶接止端あるいはルート）に円形の切欠

きの存在を仮定して求められる最大の応力である．その際，円孔はその周がき裂発生

点に一致するように設置するとされている．円の半径は，溶接のままの止端およびル

ミドルビーム 
ルート  

サポートビーム  
き裂の方向  

ミドルビーム 

ルート  

サポートビーム  
き裂の方向  
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ート部で 1.0mmとされている．溶接止端を仕上げた場合には，そのままの形状に対し

て求められる最大の応力が有効切欠き応力となる [6,7]．  

ここでは，試験体に生じた疲労き裂の発生点（溶接止端あるいはルート）が，有効

切欠き応力により評価できるかを検証する目的で，応力解析を行う．具体的には，各

試験体を模擬したモデルの解析から得られる溶接止端とルートの有効切欠き応力を求

め，それを用いて算出した応力集中係数（有効切欠き応力／公称応力，以後αと記す）

を求める．そして，疲労試験結果と比較する．  

 

4.4.1 解析モデル 

解析対象は，疲労試験を行ったすべての試験体である．溶接部の形状は，試験体の

測定結果を参考に設定した．M 溶接部の止端の曲率半径（以後ρと記す）は，AW1 と

AW2 モデルで 1mm，FW1 モデルでは 3mm，FW2 モデルで 4.5mm，そして FW3 モデ

ルで 8.5mmである．溶接は 6mm の等脚とした．S 溶接部も 2 等辺三角形でモデル化

し，溶接脚長は 10mmとした．解析モデルは，図 4-17に示すように，試験体の対称性

を考慮して 1/4 モデルとした．解析モデルの作成は，三次元 CAD 設計ソフトウェア

SolidWorks Premium 2013と有限要素解析用プリ・ポストソフトウェア Femap11.2.1を

用いて行った．用いた要素は 8 節点ソリッド要素，各モデルの要素寸法は，着目部（溶

接止端・ルート先端）近傍で 0.1mm程度である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）正曲げモデル           （b）負曲げモデル  

図 4-17 解析モデル  

 

4.4.2 解析方法 

応力解析は，汎用解析プログラム NX Nastranを用いて行った．鋼材のヤング率は 2.0
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×105N/mm2，ポアソン比は 0.3 とした．正曲げモデル（AW1，FW1，FW2 試験体）は，

ミドルビーム上面に 11.1 N/mm2 の等分布荷重を作用させて解析した．負曲げモデル

（AW2，FW3 試験体）は，サポートビーム下面に 14.8N/mm2 の等分布荷重を作用させ

て解析した（図 4-17参照）．このような荷重に対して梁計算により算出した M 溶接部

の公称応力は，止端で 102.8 N/mm2，ルートで 103.8N/mm2 とほぼ同じである．  

 

4.4.3 解析結果 

応力解析により得られた，各試験体モデルの溶接止端とルートの有効切欠き応力を

公称応力で除すことにより求めたαを表 4-3 に示す．αは，ρ＝1 mmの場合に止端で

高く，ρ＝4.5,8.5mmの場合にルートで高い．すなわち，ρが 1mmの AW1，AW2 試験

体では止端き裂，ρ＝4.5,8.5mmの FW2，FW3 試験体ではルートき裂が生じたことと

対応している．ρを 3mm とし，止端破壊した FW1 の溶接止端のαはルートよりも小

さいものの，FW2，FW3 での差よりも小さい．このように，M 溶接部の疲労き裂の起

点は，有効切欠き応力概念によって概ね特定できると言える．  

 

表 4-3 各試験体モデルの M 溶接部のα  

 

 

 

 

 

 

 

 

ρを 1mmとした AW2（負曲げ）の止端とルートのαは，AW1（正曲げ，ρ＝1mm）

よりも高い．負曲げモデルは，サポートビーム面に等分布荷重を載荷している．その

ため，鉛直方向の応力成分が大きくなり，正曲げモデルとの差が生じたと考えられる．

図 4-18に FW2 モデル（正曲げ）と FW3 モデル（負曲げ）の有効切欠き応力のピーク

が得られた位置を示す．最も高い応力集中が生じている位置は，両者で異なっている．

すなわち，正曲げでは円孔の下部，負曲げでは右斜め 45 度の位置に有効切欠き応力の

ピークが生じている．そのため，図 4-15に示したように，疲労き裂の進展角度が異な

ったものと考えられる  
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（a）FW2 モデル（正曲げ，ρ＝4.5mm）  （b）FW3 モデル（負曲げ，ρ＝8.5mm）  

図 4-18 有効切欠き応力のピーク位置  

 

4.5 ルート疲労破壊を防止する溶接詳細と疲労強度 

ここでは，M 溶接部の止端の曲率半径，溶接脚長と溶け込み深さをパラメータとし

た解析モデルを対象として，止端とルートの有効切欠き応力を求め，それぞれの位置

での応力集中係数を比較することにより，ルート破壊を防止するための溶接詳細につ

いて検討する．以後，止端の曲率半径をρ，溶接脚長を S，溶け込み深さを Pw，そし

て応力集中係数をαと記す．解析モデルのρと S，Pw の関係を図 4-19 に示す．ここ

では，ρは S 以下とした．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 解析モデルのρと S，Pw の関係（M 溶接部）  

 

4.5.1 解析モデルと解析方法 

解析モデルは，4.4.1節で示した試験体の解析モデルと基本的には同じである．ρは

1,3,5,10,15mmの 5 種類，S は 6,10,15mmの 3 種類，Pw は 0,5,10,15,20mmの 5 種類，

そして正曲げと負曲げの 2 種類を組合せた 120のモデルの解析を行った．なお，Pw が

0 の場合はすみ肉溶接である．有効切欠き応力を求める着目位置近傍の要素寸法は

0.1mm程度である．解析方法は 4.4.2節で述べた方法と同じである．  
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4.5.2 解析結果 

正曲げの解析により得られた止端のαと Pw の関係，ルートのαと Pw の関係を図

4-20に示す．ここでは，S＝10mmでの結果を示しており，図中のマークはρにより変

えている．止端のαは，ρが大きくなるにしたがって小さくなっているものの，Pw の

影響はいずれのρにおいてもほとんど見られない．ルートのαは，Pw が深くなるにし

たがって小さくなっている．また，ルートのαは，Pw が浅い場合に，ρにより異なっ

ているものの，Pw がある程度深くなるとρによる変化は小さくなっている．  

図 4-21 は，正曲げでの止端のαと S の関係，ルートのαと S の関係を示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-20 αと Pw の関係（S＝10mm）    図 4-21 αと S の関係（Pw＝0）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-22 αとρの関係（S＝15mm）  
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ここでは，Pw＝0 の結果を示している．止端のαは，ρにより異なるものの，S によ

る変化はほとんどない．ルートのαは，S が大きくなることにより小さくなっている．  

正曲げでの止端あるいはルートのαとρの関係を図 4-22 に示す．この図は，S＝

15mmでの結果であり，図中のマークは Pw によって変えている．止端のαは，ρが大

きくなるにしたがって小さくなっており，それに対する  Pw の影響は認められない．

ルートのαについては，ρの影響は小さい．  

 

4.5.3 ルート疲労破壊を防止する溶接詳細と疲労強度の検討 

疲労き裂の発生起点は，一般に応力集中部であるため，ルートのαが溶接止端のα

に対して十分に低ければ，M 溶接部のルート疲労破壊を防止できると考えられる．前

項では，疲労き裂の発生点の有効切欠き応力に影響を及ぼすと考えた 3 つのパラメー

タ（ρ，S，Pw）を取上げたが，それらを組合せて判断することは煩雑である．そこ

で，ルートのαは S と Pw が大きくなるにしたがって低くなること，また止端のαに

対する S と Pw の影響が小さいことを考慮し，S+Pwで止端とルートのαを整理した． 

正曲げでのルートのαと S+Pwの関係を図 4-23に示す．図中には，すべてのデータ

を対象として，最小二乗法によって求めた S+Pwに対するαの回帰曲線も示している．

多少のばらつきはあるものの，ρの大きさによらず，αと S+Pwはほぼ一つの関係で

与えられる．図 4-24は，正曲げでの止端のαと S+Pwの関係を示している．図中の直

線群はρごとに求めたαの平均線である．ρが大きいほどαは小さいものの，S+Pwが

止端のαに及ぼす影響はほとんどない．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-23 αと S+Pwの関係（ルート）  図 4-24 αと S+Pwの関係（止端）  
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図 4-25 は，図 4-23 に示した S+Pwに対するルートのαの回帰曲線と，図 4-24 に示

したρごとの止端のαの平均線を示している．ただし，ここでは確実にルート破壊が

防止できるように，止端のαの平均値を仮に 70％とした線を示している．各ρでの溶

接止端のαと S+Pwの関係とルートのαと S+Pwの関係の交点よりも S+Pwを大きく

すれば，各ρでルート破壊を防止できると考えられる．このようにして求めた各ρに

対応する S+Pwの値を表 4-4 に示す．ρを 10mmとした場合の S+Pwは 27.8mm，ρが

15mmの場合で 31.7mmとなる．すなわち，現在の完全溶け込み溶接に対応するρ＝S

＝15mmとした場合の Pw は 16.7mmとなる．なお，負曲げのαは，図 4-26 に示すよ

うに，正曲げの場合と比較して止端で 10%程度，ルートで 20%程度高い．このことか

ら，正曲げで検討した結果は負曲げでも使用できると考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-25 αと S+Pwの関係（正曲げ）  図 4-26 αと S+Pwの関係（負曲げ）  

 

表 4-4 ルート疲労破壊を防止できるρに対応する S+Pwの関係（正曲げ）  
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ルート疲労き裂を防止することで，M 溶接部の疲労耐久性評価は，溶接止端に対し

て行えばよいことになる．完全溶け込み溶接でρを 15mmとした場合，疲労強度等級

は JSSC指針に定められる C 等級であることを前章で示した．図 4-20 や図 4-21 に示

したように，溶接止端のαは Pw や S の影響を受けない．疲労強度がαに反比例する

ことを考慮すれば，ρ＝15mmとした部分溶け込み溶接の疲労強度等級も C になるも

のと考えられる．  

 

4.6 まとめ 

本章では，ミドルビーム（M）とサポートビームの接合にすみ肉溶接を用いたモジ

ュラー型伸縮装置の M 溶接部に発生する疲労き裂の起点が有効切欠き応力により評

価できることを明らかにする目的で，溶接形状の異なる試験体を用いた疲労試験なら

びに応力解析を行った．また，モジュラー型伸縮装置の溶接部を完全溶け込みから部

分溶け込みに変更した場合に，M 溶接部のルート疲労き裂を防止しうる溶接詳細を明

らかにする目的で，溶接止端の曲率半径と溶接脚長，溶け込み深さをパラメータとし

たモデルの応力解析を行った．ここで得られた主な結果は以下のとおりである．  

(1) モジュラー型伸縮装置の M 溶接部に発生する疲労き裂の起点は，有効切欠き応力

概念により概ね特定できる．  

(2) 溶接脚長と溶け込み深さを大きくすることにより，M 溶接部のルート疲労破壊を

防止することができる．その評価は，溶接脚長＋溶け込み深さを用いればよい．  

(3) M 溶接部のルート疲労破壊を防止するための溶接詳細として，止端の曲率半径を

10mmに仕上げた場合に溶接脚長＋溶け込み深さを 28 mm以上，止端の曲率半径

を 15mmに仕上げた場合には溶接脚長＋溶け込み深さを 32 mm以上とすることが

考えられる．  

(4) 溶接止端の応力集中係数は，溶接脚長や溶け込み深さに影響しないことから，M

溶接部の止端の曲率半径を 15mm，溶接脚長＋溶け込み深さを 32mm 以上とした

場合の疲労強度は，JSSC指針に定められる C 等級と考えられる．  
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第５章 疲労照査例  

 

5.1 はじめに 

第 2 章では，疲労照査で必要となる疲労基本荷重に等価輪重の適用を考え，国土交

通省国土技術政策総合研究所などで行われた活荷重の実態調査結果 [1,2]からその値を

整理して示した．また，疲労基本荷重を補正する係数として，衝撃係数（ i）とリバウ

ンド係数（αR），荷重分担率（α S），そして水平方向力を考慮した補正係数（α h）の

考え方を示した．また，溶接部に生じる公称応力の計算方法として三次元骨組構造を

推奨するとともに，それにより得られた断面力の補正係数として，車両の走行位置の

ばらつきを考慮するための走行位置荷重補正係数（α hl）の考え方を示した．第 3 章で

は，ミドルビームとサポートビームの接合を完全溶け込み溶接としたモジュラー型伸

縮装置溶接部の疲労強度を示した．  

疲労基本荷重やその荷重を補正する係数については，今後さらに検討する必要があ

るが，ここでは，第 2 章に示した考え方から仮定した値と第 3 章で示した疲労強度を

用いて，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労耐久性の照査例を示す．  

 

5.2 照査対象 

 照査対象は，図 5-1 に示す 3 本のミドルビームを有する溶接タイプのモジュラー型

伸縮装置である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 3 本のミドルビームを有する溶接タイプのモジュラー型伸縮装置  
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照査モデルの形状と寸法を図 5-2 と図 5-3 に示す．図 5-2 は 3 本のミドルビームの

うち中央のミドルビームとミドルビームを支持するサポートビームを，図 5-3 は端部

のミドルビームとそれを支持するサポートビームを三次元骨組構造としてバー要素に

よりモデル化した．要素寸法は 50mmである．図中には，支点位置（拘束条件）と接

合部の呼称（A～E）も示している．ミドルビームの長さは 6,400mmである．サポート

ビームの長さはベアリング間寸法の 730mmである．サポートビームは，ミドルビーム

の長さ方向に 1,400mmの間隔で 5 本配置した．照査モデルの作成には，有限要素解析

用プリ・ポストソフトウェア Femap11.2.1を用いた．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 照査モデルの形状と寸法（3 本のミドルビームのうち中央）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 照査モデルの形状と寸法（3 本のミドルビームのうち端部）  
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5.3 応力計算法 

ミドルビームとサポートビームに生じる断面力（曲げモーメント）の照査位置と応

力計算における荷重の載荷方法を以下に示す．応力計算は，汎用解析プログラム NX 

Nastranを用いて行った．鋼材のヤング率は 2.0×105N/mm2，ポアソン比は 0.3 である． 

 

5.3.1 照査位置 

 照査位置は，ミドルビームあるいはサポートビームの各接合部近傍とした．1 つの

接合部の着目箇所は，図 5-4 に示すように，ミドルビームで 2 箇所，サポートビーム

で 2 箇所の計 4 箇所である．接合部 A と接合部 E は，ミドルビームの長さ方向で見た

とき，ほぼ道路の端部にあたる．そのため，これらの接合部は照査の対象外とする．

すなわち，着目箇所は 3 つの接合部（B,C,D）で計 12 箇所となる．これらのうち，ミ

ドルビームあるいはサポートビームに生じる断面力の大きい着目箇所を照査位置とし

た．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 接合部近傍のミドルビームとサポートビームの着目箇所  

 

5.3.2 疲労荷重と載荷方法 

 疲労荷重は，第 2 章で示した求め方に基づき，等価軸重の半分の等価輪重（W）を

疲労基本荷重とし，その荷重を補正する，衝撃係数（ i），リバウンド係数（αR），荷重

分担率（α S），水平方向力を考慮した補正係数（α h），そして走行位置荷重補正係数

（α hl）を乗じて式（5.1）から求める．疲労基本荷重は，国土交通省国土技術政策総

合研究所が発行した国土技術政策総合研究所資料 [1]（以後，国総研資料と記す）で示

されたデータから求めた等価輪重を引用することとした．その値は国道 23 号（上り

線）の 55.4kN とした．この値に，衝撃係数（ i＝0.4），リバウンド係数（αR＝0.1），

ミドルビーム着目箇所  
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サポートビーム  

サポートビーム  

ミドルビーム  

y 

z 

x 

接合部  
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荷重分担率（αS＝0.6），水平方向力を考慮した補正係数（α h＝0.2），そして走行位置

荷重補正係数（α hl＝0.92）をそれぞれ仮定することで求められる疲労荷重は 56.5kN

となる．  

 

疲労荷重＝疲労基本荷重 (W)×(1＋ i)×(1＋αR)×αS×α h×α hl    ・・・（5.1）  

ここで，  W：疲労基本荷重（等価輪重）  

 i：衝撃係数  

            αR：リバウンド係数  

            α S：荷重分担率  

            α h：水平方向力を考慮した補正係数  

            α hl：走行位置荷重補正係数  

 

疲労荷重の載荷位置は，図 5-2 と図 5-3 に示した照査モデルのミドルビーム上を

50mm 間隔で変化させている．また，載荷位置は，照査モデルの対称性を考慮して，

接合部 A から接合部 C までとしている．載荷ケースは，それぞれの照査モデルで計 57

である．疲労荷重の載荷幅や隣にある車輪の位置は，図 5-5 に示す T 荷重を仮定した．

支点は，サポートビームを支持するベアリングの位置に設けた．支点の拘束条件は，

図 5-2 と図 5-3 に示したとおりである．  

 

 

 

 

 

図 5-5 T 荷重の寸法  

 

5.4 応力計算結果 

各接合部の最大曲げモーメントを表 5-1 に示す．これらの値は，前述の応力計算法

で求めた各接合部の曲げモーメントの影響線に基づき，1,750mm離れた位置にある隣

の車輪を考慮して，その位置の曲げモーメントを足し合わせている．曲げモーメント

の方向は，ミドルビームで z 軸，サポートビームで x 軸である．引張力を生じさせる

曲げモーメントが正である．ミドルビームとサポートビームの接合部には圧縮力が作

用している．表 5-2 は，表 5-1 に示した各接合部の最大曲げモーメントから求めた曲

1,750mm 

500mm 500mm 

2
0

0
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橋軸直角方向  
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げ応力度を示している．曲げ応力度の算出は，表中に示す断面係数を用いた．図 5-6 に

ミドルビームの断面を示す．サポートビームの断面は幅 60mm，高さは中央のミドル

ビームを支持するサポートビームで 117mm，端部のミドルビームを支持するサポート

ビームで 98mmである．  

ここで対象とした照査モデルでは，ミドルビームに比べてサポートビームの曲げ応

力度が大きい．疲労強度等級は第 3 章で述べたとおりどちらも同じある．このことか

ら，S 溶接部の溶接止端の疲労寿命が短いと判断できる．  

 

表 5-1 各接合部の最大曲げモーメント  

 

表 5-2 接合部の最大曲げモーメントと曲げ応力度  

 

 

 

 

 

 

図 5-6 ミドルビームの断面形状  

 

中央のミドルビームに着目  端部のミドルビームに着目  

ミドルビーム  

M z（kN・m）  
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M x（kN・m）  
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M x（kN・m）  

接合部 B -10.6 -10.0 -10.8 -7.9 

接合部 C -9.7 -9.1 -9.8 -7.1 

接合部 D -10.6 -10.0 -10.8 -7.9 
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M z=-10.6 Mx=-10.0 Mz=-10.8 Mx=-7.9 

断面係数  

Z（mm3）  
Zz=183,100 Zx=136,890 Zz=183,100 Zx=96,040 

曲げ応力度  

σ（N/mm2）  
σ z=-58.0 σ x=-73.1 σ z=-59.0 σ x=-81.8 
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5.5 疲労照査（疲労耐用年数の試算） 

これまでに示した照査モデルを対象として，溶接タイプモジュラー型伸縮装置の疲

労耐用年数を試算する．疲労荷重から求める応力範囲と疲労寿命の関係は式（5.2）で

与えられる．溶接部の疲労強度等級は，溶接部を整形し，止端をそのままとした場合

で，日本鋼構造協会の「鋼構造物の疲労設計指針・同解説」[3] （以後，JSSC 指針と

称する）に示される E，R15 の止端仕上げとした場合で C とする．それぞれの等級の

200万回基本疲労強度は，C で 125 N/mm2，E で 80 N/mm2 である．  

 

 σ  N =                        ・・・（5.2）  

                ここで，  σ：疲労荷重から求められる応力範囲  

                   N ：疲労寿命に至る車両の通過軸数  

                          C0：継手の等級ごとに与えられる定数（＝2×106×⊿   
 ）  

   ：疲労強度等級 C の場合で 125N/mm2  

疲労強度等級 E の場合で 80N/mm2  

 

 仮定した疲労荷重に対応する頻度は，国総研資料に示された国道 23 号（上り線）の

データから求めた 1 日 1 車線あたりの通過軸数 15,728とした．疲労強度等級は JSSC

指針に示される C あるいは E とした．それぞれの場合について疲労耐用年数を試算し

た結果を表 5-3 と表 5-4 に示す．表 5-3 は疲労強度等級を C とした場合，表 5-4 は E

とした場合である．疲労耐用年数を求める場合の年間日数は 315 とした [4]．これは，

大型車の交通実態から，一週間のうち土曜日と日曜日を合わせて 1 日として考えたも

のである．  

 

表 5-3 溶接部の疲労強度等級を C とした場合の疲労耐用年数  

200万回基本疲労強度  

125 N/mm2 

照査応力  

（N/mm2）  

疲労耐用年数

（年）  

中央のミドル

ビームに着目  

M 溶接部の止端  -58.0 4.0 

S 溶接部の止端  -73.1 2.0 

端部のミドル

ビームに着目  

M 溶接部の止端  -59.0 3.8 

S 溶接部の止端  -81.8 1.4 
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表 5-4 溶接部の疲労強度等級を E とした場合の疲労耐用年数  

200万回基本疲労強度  

80N/mm2 

照査応力  

（N/mm2）  

疲労耐用年数

（年）  

中央のミドル

ビームに着目  

M 溶接部の止端  -58.0 1.1 

S 溶接部の止端  -73.1 0.5 

端部のミドル

ビームに着目  

M 溶接部の止端  -59.0 1.0 

S 溶接部の止端  -81.8 0.4 

 

 照査のために仮に定めた数値で求めたモジュラー型伸縮装置溶接部の疲労耐用年数

は短く計算された．第 3 章で示したように，溶接部の疲労強度等級は各ビームとも同

じである．そのため，ここで示した照査モデルの場合，照査応力の大きい S 溶接部で

疲労耐用年数は小さくなる．  

 

5.6 今後の検討 

疲労荷重の大きさとその頻度，そして疲労基本荷重を補正する係数により，モジュ

ラー型伸縮装置溶接部の疲労耐用年数は増減する．  

疲労基本荷重とその頻度については，第 2 章に示した考え方に基づいて，道路管理

者が設定することが望ましいと考える．それらの設定では，必ずしも画一的ではなく，

路線の重要度や交通実態などを踏まえ，いくつかに分類とするといった選択も考えら

れる．その判断材料となり得る車両重量や軸数などのデータをさらに蓄積・分析する

ことが重要と考える．  

今回の照査で用いた疲労基本荷重（等価輪重）を補正するための衝撃係数やリバウ

ンド係数，そして水平方向力を考慮した補正係数は，過去に実施した走行試験から求

めた安全側の値である．これらの係数が常に作用すると仮定して求めた疲労荷重が，

断面力の最大となる位置に載荷されると仮定しているため，疲労寿命が短く計算され

たとも考えられる．ただし，荷重分担率は静的載荷試験結果に基づいており，動的荷

重下では分かっていない．疲労照査の精度を高くするには，これらの補正係数につい

て，計測等によりさらに検討する必要があると考えている．  
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5.7 まとめ 

 本章では，第 2 章で示した疲労基本荷重とその荷重を補正する係数，そして応力計

算法の考え方と，第 3 章で示した疲労強度に基づき，3 本のミドルビームを有する溶

接タイプのモジュラー型伸縮装置を対象とし，中央あるいは端部に配置するミドルビ

ームとミドルビームを支持するサポートビームの溶接接合部について，疲労耐久性の

照査例を示した．ここで示した主な内容は以下のとおりである．  

(1) 疲労基本荷重に用いる等価輪重を国道 23 号上り線の 55.4kN と仮定した場合，衝

撃係数（ i＝0.4），リバウンド係数（αR＝0.1），荷重分担率（αS＝0.6），水平方向

力を考慮した補正係数（α h＝0.2），そして走行位置荷重補正係数（α hl＝0.92）を

それぞれ仮定して求められる疲労荷重は 56.5kNとなる．  

(2) 疲労荷重（56.5kN）とその疲労荷重に対応する車両の通過軸数を 1 日 1 車線あた

り 15,728と仮定して，それぞれの場合について疲労耐用年数を試算すると，モジ

ュラー型伸縮装置溶接部の疲労耐用年数は短く計算された．  

(3) 疲労基本荷重とその頻度については，第 2 章に示した考え方に基づいて，道路管

理者により設定されることが望ましいと考える．それらの設定では，必ずしも画

一的ではなく，路線の重要度や交通実態などを踏まえ，いくつかに分類とすると

いった選択も考えられる．その判断材料となる車両重量や軸数などに関するデー

タをさらに蓄積・分析することが重要と考える．  

(4) 今回の照査で用いた疲労基本荷重（等価輪重）を補正するための衝撃係数やリバ

ウンド係数，そして水平方向力を考慮した補正係数は，過去に実施した走行試験

から求めた安全側の値である．これらの係数が常に作用すると仮定して求めた疲

労荷重が，断面力の最大となる位置に載荷されると仮定しているため，疲労寿命

が短く計算されたとも考えられる．ただし，荷重分担率は静的載荷試験結果に基

づいており，動的荷重下では分かっていない．疲労照査の精度を高くするには，

これらの補正係数について，計測等によりさらに検討する必要があると考える．  
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第６章 結論  

 

本研究では，ミドルビームとサポートビームの接合に溶接を用いるモジュラー型伸

縮装置の疲労耐久性評価手法の考え方を整理する目的で，疲労荷重や応力計算法，疲

労照査法の考え方について検討するとともに，疲労照査を行うために不可欠な溶接部

の疲労強度を明らかにした．すなわち，疲労荷重や応力計算法，疲労照査法の考え方

については，各国の耐久性評価基準や既往の研究を踏まえ，現在の活荷重実態から求

めた等価輪重を疲労基本荷重と考え，疲労基本荷重を補正する衝撃やリバウンド，荷

重分担の各係数，そしてドイツやアメリカで考慮されている水平力について，実物大

試験体を用いた走行試験と静的載荷試験で検討を行った．疲労基本荷重にそれぞれの

補正係数を乗じた疲労荷重により求める溶接部の公称応力は，モジュラー型伸縮装置

の構造を可能な限り再現できるようにミドルビームとサポートビームの上下位置を考

慮した三次元骨組構造で求めることを考えた．疲労強度については，完全溶け込み溶

接部に生じる疲労き裂を対象として，溶接部の寸法と形状の異なる試験体の疲労試験

と応力解析を行うことにより検討した．そして，疲労荷重や応力計算法，疲労照査法

の考え方と明らかにした疲労強度に基づき，3 本のミドルビームを有する溶接タイプ

のモジュラー型伸縮装置を対象とした疲労耐久性の照査例を示した．  

各章で得られた結果は以下のとおりである．  

 

 

第２章 伸縮装置の断面設計と疲労照査 

第 2 章では，モジュラー型伸縮装置の現行の断面設計法と溶接部に対する疲労照査

法を示した．疲労照査法では，国内外の手法の整理を行うとともに，疲労照査に必要

となる疲労荷重，応力計算法，疲労強度，そして疲労照査法の考え方を示した．ここ

で示した主な内容は以下のとおりである．  

(1) モジュラー型伸縮装置の断面設計で用いる力は，道路橋示方書に示される床版お

よび床組を設計する場合の活荷重（T 荷重）に衝撃係数（ i＝0.4）を考慮した値で

ある．その際に用いるミドルビームの断面力は，サポートビームを支点とした 4 径

間連続梁により三連モーメント法で算出されている．また，サポートビームの断

面力は，ベアリングを支点とした単純梁として求められている．  

(2) 伸縮装置に対する具体的な耐久性評価法は，現在の道路橋示方書には示されてい

ない．また，日本の NEXCO3社で規定する耐久性評価手法により，モジュラー型
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伸縮装置溶接部の疲労強度を求めることはできるものの，走行する活荷重の実態

や衝撃やリバウンド，複数のミドルビームによる荷重分担の影響，そして溶接部

の形状や寸法に依存する疲労強度などの検討を行う余地はある．ドイツやアメリ

カでは，モジュラー型伸縮装置に対する疲労照査法が定められている．しかし，

車両特性や交通事情，溶接部の形状が各国で異なるため，日本のモジュラー型伸

縮装置溶接部の耐久性評価に適用する疲労基本荷重と疲労荷重を求めるために必

要となる補正係数，そして疲労強度の考え方を示した．  

(3) 疲労基本荷重には，等価輪重を用いることを考え，国土交通省国土技術政策総合

研究所などで行われた活荷重の実態調査結果に基づき，等価輪重とその頻度の考

え方を示した．疲労基本荷重とその頻度は，等価輪重と軸数のデータに基づき，

将来予測も含めて設定すべきと考える．  

(4) 疲労基本荷重を補正する際に考慮すべき衝撃とリバウンド，荷重分担について，

実物大試験体を用いた静的載荷試験と走行試験の結果を用いて検討した．その結

果，走行速度の影響をさらに検討する必要があるものの，衝撃係数（ i）を 0.4，リ

バウンド係数（αR）を 0.1 と仮定した場合，車両の走行により生じる応力度は，

三次元骨組構造で求めた応力度の 1.54倍となる．各国の基準に示されている値は，

アメリカで 1.75，ドイツで 1.69（ i＝0.3, αR＝0.3）である．シールゴム遊間ごと

の荷重分担率（α S）は，輪重を 65kN 程度とした場合に，40mmで 60％程度，60mm

で 65％程度，そして 80mmで 70％程度であった．荷重分担率については，動的荷

重下での検討が必要と考える．  

(5) 鉛直方向力に対する水平方向力の割合（水平方向力を考慮した補正係数）は，走

行速度の影響をさらに検討する必要があるものの 0.1～0.2 程度であった．  

(6) 疲労荷重の作用によって溶接部に生じる公称応力は，三次元骨組構造を用いて求

めることを提案した．  

(7) 車両の走行位置のばらつきを考慮する走行位置荷重補正係数（α hl）の考え方につ

いて示した．軸重の載荷範囲を±400mm とした場合の走行位置荷重補正係数は

0.92となった．  

 

 以上より，疲労荷重は，等価軸重の半分の等価輪重（W）を疲労基本荷重とし，そ

の値に衝撃係数（ i），リバウンド係数（αR），荷重分担率（α S），水平方向力を考慮し

た補正係数（α h），そして走行位置荷重補正係数（α hl）を乗じて求めることとした． 
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疲労荷重＝疲労基本荷重 (W)×(1＋ i)×(1＋αR)×αS×α h×α hl 

ここで，  W：疲労基本荷重（等価輪重）  

 i：衝撃係数  

            αR：リバウンド係数  

            α S：荷重分担率  

            α h：水平方向力を考慮した補正係数  

            α hl：走行位置荷重補正係数  

 

 

第３章 完全溶け込み溶接の疲労強度 

第 3 章では，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労強度を明らかにする目的で，溶接

部の寸法や形状の異なる試験体の疲労試験と有限要素応力解析を行った．疲労試験は，

実構造の応力発生状況と異なるが，安全側の疲労強度が得られるように，溶接部に引

張応力を作用させるように行った．ここで得られた結果は以下のとおりである．  

(1) WF は溶接部を整形したもの，RF は止端を含めて円弧状に仕上げたものである．  

ミドルビーム（MB）試験体，サポートビーム（SB）試験体ともに，RF の疲労強

度が WF より高い．  

(2) JSSC指針に示される継手の強度等級に分類すると，溶接部を整形し，止端をその

ままとした場合で E，R15の止端仕上げとした場合で C である．  

 

 

第４章 部分溶け込み溶接によるルート疲労破壊の防止と疲労強度 

第 4 章では，ミドルビーム（M）とサポートビームの接合にすみ肉溶接を用いたモ

ジュラー型伸縮装置の M 溶接部に発生する疲労き裂の起点が有効切欠き応力により

評価できることを明らかにする目的で，溶接形状の異なる試験体を用いた疲労試験な

らびに応力解析を行った．また，モジュラー型伸縮装置の溶接部を完全溶け込みから

部分溶け込みに変更した場合に，M 溶接部のルート疲労き裂を防止しうる溶接詳細を

明らかにする目的で，溶接止端の曲率半径と溶接脚長，溶け込み深さをパラメータと

したモデルの応力解析を行った．ここで得られた結果は以下のとおりである．  

(1) モジュラー型伸縮装置の M 溶接部に発生する疲労き裂の起点は，有効切欠き応力

概念により概ね特定できる．  

(2) 溶接脚長と溶け込み深さを大きくすることにより，M 溶接部のルート疲労破壊を
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防止することができる．その評価は，溶接脚長＋溶け込み深さを用いればよい．  

(3) M 溶接部のルート疲労破壊を防止するための溶接詳細として，止端の曲率半径を

10mm に仕上げた場合に溶接脚長＋溶け込み深さを 28mm 以上，止端の曲率半径

を 15mmに仕上げた場合には溶接脚長＋溶け込み深さを 32 mm以上とすることが

考えられる．  

(4) 溶接止端の応力集中係数は，溶接脚長や溶け込み深さに影響しないことから，M

溶接部の止端の曲率半径を 15mm，溶接脚長＋溶け込み深さを 32mm 以上とした

場合の疲労強度は，JSSC指針に定められる C 等級と考えられる．  

 

 

第５章 疲労照査例 

第 5 章では，第 2 章で示した疲労基本荷重とその荷重を補正する係数，そして応力

計算法の考え方と，第 3 章で示した疲労強度に基づき，3 本のミドルビームを有する

溶接タイプのモジュラー型伸縮装置を対象とし，中央あるいは端部に配置するミドル

ビームとミドルビームを支持するサポートビームの溶接接合部について，疲労耐久性

の照査例を示した．ここで示した主な内容は以下のとおりである．  

(1) 疲労基本荷重に用いる等価輪重を国道 23 号上り線の 55.4kN と仮定した場合，衝

撃係数（ i＝0.4），リバウンド係数（αR＝0.1），荷重分担率（αS＝0.6），水平方向

力を考慮した補正係数（α h＝0.2），そして走行位置荷重補正係数（α hl＝0.92）を

それぞれ仮定して求められる疲労荷重は 56.5kNとなる．  

(2) 疲労荷重（56.5kN）とその疲労荷重に対応する車両の通過軸数を 1 日 1 車線あた

り 15,728と仮定して，それぞれの場合について疲労耐用年数を試算すると，モジ

ュラー型伸縮装置溶接部の疲労耐用年数は短く計算された．  

(3) 疲労基本荷重とその頻度については，第 2 章に示した考え方に基づくなどして，

道路管理者により設定されることが望ましいと考える．それらの設定では，必ず

しも画一的ではなく，路線の重要度や交通実態などを踏まえ，いくつかに分類と

するといった選択も考えられる．その判断材料となる車両重量や軸数などに関す

るデータをさらに蓄積・分析することが重要と考える．  

(4) 今回の照査で用いた疲労基本荷重（等価輪重）を補正するための衝撃係数やリバ

ウンド係数，そして水平方向力を考慮した補正係数は，過去に実施した走行試験

から求めた安全側の値である．これらの係数が常に作用すると仮定して求めた疲

労荷重が，断面力の最大となる位置に載荷されると仮定しているため，疲労寿命
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が短く計算されたとも考えられる．ただし，荷重分担率は静的載荷試験結果に基

づいており，動的荷重下では分かっていない．疲労照査の精度を高くするには，

これらの補正係数について，計測等によりさらに検討する必要があると考える．  

 

 

以上のように，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労照査に必要となる疲労荷重や応

力計算法，疲労強度，そして疲労照査法の考え方を整理して示すとともに，疲労試験

と応力解析により溶接部の疲労強度を明らかにした．そして，仮定した疲労基本荷重

と補正係数を用いて，溶接部に生じる公称応力を三次元骨組解析で求め，その頻度を

設定し，モジュラー型伸縮装置溶接部の疲労耐用年数を試算した．  

今回の試算で，疲労耐用年数に影響を与える疲労基本荷重やその補正係数，そして

頻度は少々大胆に仮定している．それぞれの値については，ここで示したような考え

方により，今後さらに検討を行う必要があると考えている．  
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